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序   文 

 
ガーナ共和国では、「基礎教育の義務化・無償化・普遍化プログラム（fCUBE）」（1996 年～2005

年）を策定し、①教育・学習の質的向上、②教育へのアクセス・参加の改善、③教育運営管理の強

化に取り組んでいる。これに対し、我が国は 1996 年 4 月の国連貿易開発会議（UNCTAD）総会で

アフリカにおける教育支援イニシアティブを表明するとともに、ガーナ共和国を経済協力開発機構

（OECD）開発援助委員会（DAC）新開発戦略のモデル国と位置付けるなど、アフリカに対する教

育分野の支援を重視する姿勢を打ち出してきた。このような背景のもと、同国政府は、初等・中等

教育における理数科教育の質の向上に係る支援を我が国に対し、要請してきた。 
これを受けて JICA は、2000 年 3 月から 5 年間の予定でプロジェクト方式技術協力（後に技術協

力プロジェクト）「小中学校理数科教育改善計画プロジェクト」を開始した。 
その後同プロジェクトは両国関係者の協力により、概ね順調に進捗し、プロジェクト終了まで約

5 か月を残すばかりとなったため、当初計画に対する達成度や技術移転進捗状況も調査する目的で

2004 年 9 月に終了時評価調査団を派遣し、ガーナ共和国政府及び関係機関との間で、プロジェク

トの進捗の確認と今後の方向性に係る協議を行った。本報告書は、同調査結果を取りまとめたもの

であり、今後のプロジェクトの展開に、更には類似のプロジェクトに活用されることを願うもので

ある。 
最後に、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き

一層のご支援をお願いする次第である。 
 
平成 16 年 12 月 
 
                                  
                               独立行政法人 国際協力機構 

                               人間開発部部長 末森 満 
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算数を教える教師（アクロポン）。

本プロジェクトでは児童中心の授

業改善を実践した。 

 

自ら作成した教材を提示する教

師。本プロジェクトでは教材作成を

授業改善のための重要な活動し

て積極的に取り組んだ。 



 

 

 

現職教員からのヒアリングの様子

（アクロポン） 

校長からのヒアリングを行なう

Ghartey-Ampiah 評価団員（右）

（アクロポン）。 

プレスビタリアン教員養成校校長

からのヒアリング。本プロジェクト

では教員養成校が現職教員研修

の実施リソースとなった。 



 

 

 

 

 

 

 

教員養成校チューターからのヒア

リング（バガバガ教員養成校、タマ

レ）。本プロジェクトでは教員養成

校のチュターを INSET の指導者と

して積極的に育成した。 

郡教育事務所からのヒアリング（タ

マレ）。地方分権が進んだことによ

り、郡教育事務所がINSETの実施

機関として重要な位置づけとなっ

た。 

合同調整委員会の様子。教育省

関係者の他、対象地域における

教員養成校校長、郡教育事務所

等の関係者が出席した。 



 

略 語 表 
 

略語 正式名 日本語表記 

CD Capacity Development キャパシティ・ディベロップメント 

CICE 
Center for the study of International cooperation 
in Education Hiroshima University 

広島大学教育開発国際協力研究センタ

ー 

C/P Counterpart カウンターパート 

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 

DEO District Education Office 郡教育事務所 

DTST District Teachers Support Team 郡教員サポートチーム 

fCUBE Free Compulsory Universal Basic Education  基礎教育の義務化・無償化・普遍化 

GES Ghana Education Service   ガーナ教育サービス 

INSET In-Service Training   現職教員研修 

JCC Joint Coordinating Committee   合同調整委員会 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊 

JSS Junior Secondary School   中等学校 

OCED 
Organization for Economic Cooperation and 
Development 

経済協力開発機構 

PCM Project Cycle Management   プロジェクト・サイクル・マネージメント

PDM Project Design Matrix  プロジェクト・デザイン・マトリックス

PRESET Pre-Service Training 教員養成研修 

PTC Presbyterian Training College   プレスビテリアン教員養成校 

R/D Record of Discussions  討議議事録 

STM Science, Technology and Mathematics 科学、技術及び数学 

TED Teacher Education Division   教師教育局 

TTC Teacher Training College   教員養成校 
 



 
 

 
 

評価調査結果要約表 

Ⅰ．案件の概要 

国名： ガーナ共和国 
案件名：小中学校理数科教育改善計画プロ

ジェクト 

分野： 基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額（評価時点）：464,280 千円 
所轄部署 

人間開発部 第一グループ（基礎教育）

基礎教育第二チーム  相手国実施機関：ガーナ教育庁（GES） 

（R/D）： 1999 年 10 月 14 日 日本側協力機関：JICA 
協力期間 

5 年間（2000.3.1 – 2005.2.28） 他の関連協力： 

１．協力の背景と概要 

 ガーナ共和国（以下「ガーナ」と記す）では、「基礎教育の義務化・無償化・普遍化プログラム

（fCUBE）」（1996 年～2005 年）を策定し、教育・学習の質的向上、教育へのアクセス・参加の改

善、教育運営管理の強化に取り組んでいる。 
 我が国は 1996 年 4 月の国連貿易開発会議（UNCTAD）総会でアフリカにおける教育支援イニシ

アティブを表明するとともに、ガーナを経済協力開発機構（OECD）開発援助委員会（DAC）新開

発戦略のモデル国と位置付けるなど、アフリカに対する教育分野の支援を重視する姿勢を打ち出し

てきた。 
 このような背景の下、初等・中等教育における理数科教育の質の向上を図るため、ガーナ政府か

ら 1998 年 8 月、我が国に対してプロジェクト方式技術協力の要請があり、2000 年 3 月より小中学

校の理数科教員の指導力の向上を目的とした「小中学校理数科教育改善計画プロジェクト」（以下

「プロジェクト」という）を開始した。 
 
２．協力内容 

（１） 上位目標： 

（長期目標） 
プログラム地区の小中学校において児童・生徒の理数科の学力が向上する。 

（短期目標） 
教員研修を受講した理数科教員に指導を受けた児童・生徒の学力が向上する。 

 
（２） プロジェクト目標： 

プログラム地区における小中学校理数科教員の指導力が向上する。 
 
（３） 成果： 

1） 現行の理数科教育（小学校高学年・中学校）が見直され、その結果がプロジェクトデザイ

ンに反映される。 
2） 北アクアピン郡（プログラム地区（a））において、校内研修と連携した現職教員研修が確

立される。 
3） 現職教員研修が西アダシン及びタマレ（プログラム地区（b））で実施される。 
4） 現職教員研修に関する制度化が支持され、政策提言が行われる。 
5） 理数科教育に関する意識の醸成と情報共有が促進される。 
6） 現職教員研修のモニタリング及び評価が定期的に行われる。 

 
（４） 投入（評価時点・一部確定した予定を含む） 

＜日本側＞ 

長期専門家派遣 延べ 12 名 310M/M 機材供与 54,072 千円 
短期専門家派遣 延べ 21 名  11M/M 運営経費等 143,069 千円 
研修員受入 延べ 85 名 300M/M   



 
 

 
 

＜相手国側＞ 

カウンターパート配置 5 名延べ 300M/M ローカルコスト負担 
（2001 年までの 3 年分） 

約 95 億セディ 

Ⅱ．評価調査団員の概要 

調査者 団長/総括 
教育評価 
教育協力 
評価企画 
評価分析 

小川 正純  JICA 人間開発部 第一グループ 基礎教育第二チーム長 
黒田 則博  広島大学教育開発国際協力研究センター 教授 
横関 祐見子  JICA 国際協力専門員 
薬師 弘幸  JICA 人間開発部 第一グループ 基礎教育第二チーム 
鶴田 伸介  株式会社 地域計画連合  

調査期間 2004 年 9 月 24 日～2004 年 10 月 10 日 
（コンサルタント団員は 9 月 18 日～10 月 10 日） 評価の種類：終了時評価 

Ⅲ．評価結果の概要 

１．プロジェクト目標の達成状況 

（１）プロジェクトのアウトプット 

1） 現行の理数科教育（小学校高学年・中学校）が見直され、その結果がプロジェクトデザイン

に反映される。 

2000 年 6 月にベースライン調査を実施した。その結果に基づいて 2001 年 3 月にワークシ

ョップを開催し PDM を修正した。その際、現職教員教育とその制度化の重要性を強調した。

2） 北アクアピン郡（プログラム地区（a））において、校内研修と連携した現職教員研修が確立

される。 

主に教員、校長、サーキットスーパーバイザーを対象に各種の研修を実施した。2003 年と

2004 年には、新人教員のための導入研修及び校内での現職教員研修を促進するためのリーダ

ー研修を実施した。なお、リソースセンターについては、管理運営体制の明確化と強化が課

題となっている。 
3） 現職教員研修が西アダンシ及びタマレ（プログラム地区（b））で実施される。 

2002 年以降 933 名の教員と 24 名のサーキットスーパーバイザーが 6 日間現職教員研修を

受講した。研修のオーナーシップは徐々に郡教育局と教員養成校に根付きつつある。タマレ

市では 2004 年の研修（後半期間）をプロジェクトスタッフの技術的支援を得ることなく実施

している。 
4） 現職教員研修に関する制度化が支持され、政策提言が行われる。 

理数科の教員用マニュアルが作成され、政策レベルでは INSET の制度化に係る方針が GES
で承認された。また対象 3 地区では現職教員研修を行動計画に取り入れた。 

5） 理数科教育に関する意識の醸成と情報共有が促進される。 

2004 年調査によると大半の生徒が理数科に興味を持っており、かつ日常生活に利用してい

る。また、本プロジェクトで作成した冊子、カレンダー、ウェブサイト、ニュースレターは理

数科教育に貢献している。対象 3 地区では科学・技術・数学フェア・クイズを開催した。 
6） 現職教員研修のモニタリング及び評価が定期的に行われる。 

教員養成校の指導者と郡の関係者（サーキットスーパーバイザー、本プロジェクト担当調

整員）の参加を得てモニタリングと評価が経常的に実施された。しかしながらモニタリング

をより効果的にするためにはサーキットスーパーバイザーの理数科における能力強化が必要

である。 
 
（２）プロジェクト目標 

研修を受けた基礎教育教員の指導能力は飛躍的に向上している。観察調査によると授業ノー

トの作成や教授法は研修前と比較して格段に改善している。また、教員の取り組み姿勢におけ

る全般的な改善が見られた。 
 



 
 

 
 

（３）上位目標 

生徒の理数科の学力に向上が見られた。教員による継続的な努力と、モニタリングなどの支

援により生徒の学力はさらに向上することが見込まれる。 
 
２．5 項目評価 
（１）妥当性 

本プロジェクト実施の妥当性は高い。本プロジェクトは、ガーナの国家政策、教育政策、地

方の草の根レベルの要求に合致している。ガーナ貧困削減戦略、教育戦略計画では教員の質の

向上の必要性が強調されている。一方、大半の生徒・父母は理数科の重要性を認識している。 
 
（２）有効性 

本プロジェクトは教員の質の向上に貢献しており有効性は高い。データ収集の結果によれば、

ベースラインサーベイとの比較において大幅な質の向上が確認され、プロジェクトの活動も成

果の達成に貢献したものと思われる。また教員の進学などによる離職の問題を克服し、プロジ

ェクトの成果を持続的なものとするため、校内研修の促進に向けた指導者研修が中間評価以降

に実施されて、その重要性が認識されつつある。 
 
（３）効率性 

日本側とガーナ側からの投入は効率的に活用されたといえる。特に本邦で研修を受けたカウ

ンターパートの大半は教員養成校の教官であり、本プロジェクトの成果の発現に大きく貢献し

ているものと思われる。  
 
（４）インパクト 

本プロジェクトは、国家政策レベル、地区レベル、学校レベルなど多岐にわたってインパク

トを与えた。国家政策レベルでは現職教員研修の重要性の広範な周知に貢献し、INSET の制度

化が具体的なものとなっている。また各対象地区では理数科に対する興味関心を増大させ、理

数科クラブが誕生した学校も見られ、将来的な学力の向上も期待できる。さらに対象地区外に

おいても本プロジェクトのアプローチを導入する動きが生じている。 
 
（５）自立発展性 

将来的な制度化に向けて自立発展していくことが期待される。 
本プロジェクト期間中では自立発展に向けて多くの努力が行われた。政策レベルでは現職教

員研修の重要性が認識され、その制度化に係る政策的な方針が GES において承認されている。

また各地区では本プロジェクトの活動を教育行動計画に包含するようになっている。技術面で

は教員養成校の指導者の能力が向上し現職教員研修を行えるようになっている。財政面では、

研修コスト削減と財源確保の努力がなされている。 
制度化に向けた課題としては、地方分権化に伴う郡教育事務所の強化及び教員養成校との連

携方法、教員養成校における現職教員研修の位置付けの明確化、財政面での持続性の確保、研

修成果の教室での実行の支援、モニタリングの能力強化が取り組むべき課題としてあげられる。
 
３．効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

• 教員のニーズを踏まえた INSET プログラムの作成 
• TLM（Teaching Learning Material）の活用等による実務的なアプローチによる質の改善 
• 校内研修を促進するための指導者研修の導入 
• クラスター方式による実践 

 
（２）実施プロセスに関すること 

• ガーナ側の政策レベルのサポート 



 
 

 
 

• 様々なステークホルダーを巻き込んだアプローチ 
• 教員養成校教官の参加 
• 大半の校長の支持 
• ガーナにおける我が国の他の協力活動との連携 
• ガーナと日本の両国の大学による支援 

 
４．問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

• 小学校教員の有給進学休暇制度等が原因と思われる教員の高い離職率を想定していなかっ

た。このための中間評価以降、研修の成果が学校の他の教員へ普及するよう指導者研修を導

入し、校内研修を促進した。 
• 一部教員におけるカリキュラムの過大な負担 

 
（２）実施プロセスに関すること 

• 本プロジェクトで能力向上を重点的に図った技術的リソースである教員養成校と地方分権化

において現職教員研修の実施機関である地区教育局の連携が不十分だった。プロジェクト活

動の後半になって地区教育局の重要な役割が顕著になったことから、各々の連携強化を促進

した。 
• 地区教育局職員の学科に関する能力が十分ではなかったため、能力向上を促進した。 
• 当初現職教員研修の正式な実施機関は存在しなかたったことから教員養成校における現職教

員養成の位置付けは不明確だった。プロジェクト活動の中で現職教員研修の計画化を促進し

た。 
• 現職教員研修に対する財源不足と予算執行の遅れがあったため、現職教員研修の制度化を促

進した。 
 

５．結論 

ガーナ側と日本側の双方の努力によってプロジェクト目標は達成したといえる。また本プロジェ

クトにより INSET の制度化に係る認識を広め、その政策形成を促進したことの意義は大きい。今

後は、①中間評価以降に実施した校内研修のためのカリキュラムリーダー研修を継続的なものとす

ること、②効果的なモニタリングのキャパシティ・ビルディングを行うことにより、INSET の制度

化に向けてプロジェクトの成果を最大限に活用することができると思われる。 
 
６．提言 

（１）プロジェクト終了に向けての課題 

１）校内研修を促進するための指導者研修の促進 

校内研修は学校レベルにおける STMINSET を普及させるための手段として非常に有効である

ことが確認された。プロジェクトにおいて中間評価以降実践した指導者研修は校内研修の効果

的な実施を図るための有効な手段であり、本プロジェクト期間中にガイドラインを作成するた

めに、この研修を継続する必要がある。 
 
２）指導者研修のインパクト調査の実施 

上記ガイドラインを作成するにあたり、中間評価以降に北アクアピン郡で実践された指導者

研修の効果に係るインパクト調査を行う必要がある。 
 
３）モニタリング・フォローアップの実施促進 

校内研修を促進し、規則的に行うためには効果的なモニタリング・フォローアップが不可欠

であるため、モニタリングの役割を担う郡教育事務所の人材育成に係る計画を作成する必要が

ある。 
 
４）INSET ファシリテーターへの研修受講証明書の発行 



 
 

 
 

これまで発行している INSET 参加者への研修受講証明書に加え、ファシリテーターである教

員養成校（TTC）の教官に対しても研修受講証明書を発行し、ファシリテーターとしての活動に

ついて感謝の念を示し、認知する必要がある。 
 
５）INSET 制度化に係る STM の戦略、指導者研修及び校内研修ガイドラインの作成 

INSET の制度化を支援するため、INSET 戦略ペーパー策定及び指導者研修、校内研修が規則

的に行われるためのガイドラインを作成する必要がある。 
 
６）プロジェクト作成のマニュアル、教材の整理 

これまでプロジェクトで作成したマニュアルや教材を整理し、教育省教師教育局（TED）、TTC
及び STM リソースセンターにおいて参照できるよう保管する必要がある。 
 
７）プロジェクト実施の INSET コストの削減 

本プロジェクトで実践した INSET が継続的に行われるために、ガーナ側の予算能力を踏まえ、

研修実施に必要なコストの削減を継続的に行う必要がある。 
 
８）将来計画の作成 
本終了時評価の結果を踏まえ、ガーナ側で計画している INSET 制度化を念頭に本プロジェク

トの成果や活動が継続的なものとなるような将来計画を作成する必要がある。 
 
（２）プロジェクトの期間終了後の課題 

１）国家レベルの INSET 政策の導入及び実施 
現在 INSET 制度化に係る方針をガーナ側で策定中だが、本プロジェクトの経験や成果が

INSET 実施の際に活用される必要がある。 
 
２）DTST、サーキットスーパーバイザー及びカリキュラムリーダーの能力の強化 
教育行政においても地方分権化が進んでいる状況において、DTST、サーキットスーパーバイ

ザー、学校におけるカリキュラムリーダーの果たすべき役割は重要であり、これらの能力向上

を図る必要がある。 
 
３）郡教育事務所（DEO）と教員養成校（TTC）の効果的な連携の促進 
今後は郡教育事務所（DEO）が INSET の実施機関として重要な役割を果たすことになる。一

方で TTC は INSET 実施に係る技術や専門知識を有しているため、効果的な INSET を実施して

いくためには DEO と TTC の有機的な連携が必要不可欠である。 
 
４）INSET モニタリングの強化 

INSET で得た内容を授業で活用されているかどうかを確認するためにモニタリングは極めて

重要である。従ってモニタリングの実施機関である郡の人材育成を、TTC の専門性を活用しな

がら図る必要がある。 
 
５）INSET の制度化に係る戦略の策定  

INSET の全国展開を念頭においた制度化が円滑且つ効果的に行われるために、本プロジェク

トの経験を活かした戦略を策定する必要がある。 
 
７．類似プロジェクトへの教訓  

（１）クラスター方式による INSET 
本プロジェクトで実践したクラスター方式による INSET は効果的であったが、労働集約的で

あったことなど、全国的な普及は困難であった。中間評価後には指導者研修を行うことにより

校内研修を支援し、小規模のカスケード方式による INSET 成果の普及活動を行うこととした。

本プロジェクトのアプローチは INSET の面的展開を狙った類似プロジェクトに参考になると思



 
 

 
 

われる。 
 
（２）初等教育を対象とした INSET 

本プロジェクトが対象レベルとした小学校高学年及び前期中等教育は INSET のニーズが後期

中等教育よりも一段と高いといえるが、教員数の多さ、資金的な自立発展の難しさ、他ドナー

との連携の必要性等様々な課題があったことも事実である。初等教育における INSET の実施支

援にあたってはこれらの課題についてもある程度想定する必要がある。 
 
（３）カウンターパート機関 

本プロジェクトでは GES 教師教育局（TED）や郡教育事務所等の行政機関の他、より実務的

なファシリテーションを行う機関としての TTC など、多様なカウンターパート機関と共に活動

を行うことにより一定の成果を得ることができた。本プロジェクトではこのような色々なカウ

ンターパート機関・人材を取りまとめ調整しながら活動する必要があった。 
 
（４）行政機関と学術機関との連携 

教育行政の実施機関である DEO と TTC との連携は非常に重要であった。DEO が INSET を計

画・実施する際に、TTC の専門的な知識や経験（ファシリテーション、モニタリング等）を活

用し、その有効性について確認した。 
 
（５）実践的な INSET アプローチ 

本プロジェクトで行った授業研究や TLM（Teaching Learning Materials）の活用は、理数科にお

ける授業の質の向上のために効果的であり、より実践的な内容・アプローチによる INSET の重

要性について教員に認識されるようになった。 
 
（６）質の高い INSET の必要性 

教員のニーズに応じた INSET を行うことがその効果、持続性の観点から重要であり、INSET
の内容を検討する際は教員のニーズアセスメントの結果を反映させる必要がある。 

 
（７）本邦研修の有効性 

本プロジェクトで実施した本邦研修は郡教育事務所の人材及び TTC 教官の他、国家レベルの

行政官や政策決定者に対して、国内委員会を構成する国内の大学コンソーシアムの協力を得て

実施した。またその方法も通常のカウンターパート研修のほか、国別特設研修との積極的な連

携、長期研修員制度を活用するなど他スキームを積極的に活用することにより効果の拡大を図

った。この結果、国内との積極的な連携により本邦における各種研修はプロジェクト目標の達

成に大きく貢献したといえる。研修参加者は帰国後、日本で得た知識や技術をガーナで実践し、

更に能力向上を図っている。 
 
（８）案件形成時の重要性 

案件形成の段階において、状況分析を適確に行い、その結果をプロジェクトのデザインに反

映させることが重要である。本プロジェクトの場合、高い教員の離職率について案件形成時に

適確に把握されていたとはいえず、中間評価の段階でこのような状況に対する対応を検討する

こととなったが、プロジェクトデザインの段階で検討することも可能だったものと思われる。 
 
（９）ガーナ国内の大学を取り込むことの利便性 

本プロジェクトではベースライン調査、中間評価、終了時評価の各調査においてケープコー

スト大学の技術的な協力を得て、効果的な調査を行うことができた。ガーナ国内の大学との連

携は今後のプロジェクト活動において更に強化していくことが望まれる。 
 
（10）INSET の調和化（Harmonization） 

ガーナでは複数のドナーが基礎教育における INSET 支援を行っているが、その手順や内容は



 
 

 
 

ドナーによって異なっており、時として現場の教員や INSET の実施者が混乱する結果となって

いる。このような状況を踏まえ、各ドナーによる INSET プログラムの統合の必要性が認識され、

複数回の調和化ワークショップが開催され、統合マニュアルを作成、全国の小学校に配布され

ることとなった。 
 
（11）政策レベルへの働きかけの重要性 

INSET の制度化を促進させるにあたり、政策レベルへの働きかけは大変重要であった。本プ

ロジェクトの経験や実証は、ガーナの INSET 政策の形成に大きく貢献したものと思われる。 
 

以 上
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第１章 終了時調査団の概要 

１‐１ 調査団派遣の経緯と目的 

ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）では、「基礎教育の義務化・無償化・普遍化プログラム

（fCUBE）」（1996 年～2005 年）を策定し、①教育・学習の質的向上、②教育へのアクセス・参加の

改善、③教育運営管理の強化に取り組んでいる。 
我が国は 1996 年 4 月の国連貿易開発会議（UNCTAD）総会でアフリカにおける教育支援イニシア

ティブを表明するとともに、ガーナを経済協力開発機構（OECD）開発援助委員会（DAC）新開発戦

略のモデル国と位置付けるなど、アフリカに対する教育分野の支援を重視する姿勢を打ち出してきた。 
このような背景の下、初等・中等教育における理数科教育の質の向上を図るため、ガーナ政府から

1998 年 8 月、我が国に対してプロジェクト方式技術協力の要請があり、2000 年 3 月より小中学校の

理数科教員の指導力の向上を目的とした「小中学校理数科教育改善計画プロジェクト」（以下「プロ

ジェクト」という）を開始した。 
その後 2002 年 11 月に実施された運営指導調査（中間評価）では、技術移転の進捗状況の確認及び

日本・ガーナ両国間の今後の協力に関する方向性が検討された。結果、プロジェクトは順調に進展し

ていることが確認された一方で、プロジェクトの成果がより効果的に定着していくために、ガーナ教

育サービス（INSET）の制度化、INSET モデルの確立、モニタリングの重要性、ガーナ側の経費負担

に係る提言が行われた。 
今般、協力終了を 2005 年 2 月 28 日に控え、評価 5 項目の観点からプロジェクトを評価するととも

に、今後の理数科教員の能力向上に係る先方政府の方針や我が方協力方針についてガーナ側関係機関

と協議することを目的に、本調査団を派遣した。 
 

１‐２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所属 

団長/総括 小川 正純 JICA 人間開発部 第一グループ 基礎教育第二チーム長 

教育評価 黒田 則博 広島大学教育開発国際協力研究センター 教授 

教育協力 横関 祐見子 JICA 国際協力専門員  

評価企画 薬師 弘幸 JICA 人間開発部 第一グループ 基礎教育第二チーム 

評価分析 鶴田 伸介 株式会社 地域計画連合 
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１‐３ 調査日程 

1 9 月 25 日 土 20:00 アクラ着（BA081）（黒田団員、横関団員、薬師団員） 
専門家チーム、団内打ち合わせ 

2 9 月 26 日 日 
専門家チーム、団内打ち合わせ 

（アクロポン） 
郡教育事務所 
District Assembly 
小学校訪問                           

3 9 月 27 日 月 

プレスビテリアン教員養成校（PTC） 
郡教育事務所 （小川団長 アクラ着 20：00 BA081） 
JICA 事務所打ち合わせ 
合同評価チーム内ミーティング（UCC からの報告） 

4 9 月 28 日 火 教育省ガーナ教育サービス（GES）による INSET Policy の説明及び次

期協力に係るプロポーザル 
JICA 事務所打ち合わせ 
郡教育事務所及び教員養成校の校長とのディスカッション 

5 9 月 29 日 水 
合同評価チーム内ミーティング 
合同評価チーム内ミーティング 

6 9 月 30 日 木 
合同調整委員会準備 
合同調整委員会 

7 10 月 1 日 金 
ミニッツ案作成 

8 10 月 2 日 土 JICA 事務所打ち合わせ 
9 10 月 3 日 日 ミニッツ案作成 

タマレへ移動 
10 10 月 4 日 月 郡教育事務所 

District Assembly 
小学校訪問 

11 10 月 5 日 火 
バガバガ教員養成 

アクラへ移動 
12 10 月 6 日 水 合同評価チーム内ミーティング 

ミニッツ案作成 
ミニッツ案作成 

13 10 月 7 日 木 
JICA 事務所打ち合わせ 

14 10 月 8 日 金 

ミニッツ署名 
教育省へ報告 
JICA 事務所・大使館報告 
22:25 アクラ発（BA078）（小川団長、黒田団員、鶴田団員）    

15 10 月 9 日 土 08:40 アクラ発（ET960）→アジスアベバ（横関団員、薬師団員） 
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１‐４ 主要面談者 

 

＜教育・青年・スポーツ省＞ 

Mr. Michael K. Nsowah  Acting Director General, GES 
Ms. Lydia Osei    Deputy Director General, M/S, GES 
Mrs. Margaret Benneh  Director, Teacher Education Division 
Mr. Victor K. Mante  Deputy Director, Teacher Education Division  
Mrs. Sarah Agyeman-Duah  Deputy Director, Curriculum Research & Development Division 
Ms. Rosina Adobor  Counterpart Science Expert, STM 
Mr. J.W. Molenaar   Counterpart Science Expert, STM 
Ms. Francesca Haizel   Counterpart Maths Expert, STM 
Mr. P.V. Akoto   Counterpart Maths Expert, STM 

 

 

＜北アクアピン郡議会＞ 

Dr. Mrs. Eugenia Danquah Quist District Chief Executive 
 
＜北アクアピン郡教育事務所＞ 

Mrs. Katumi Mahama  District Director 
 
＜プレスビテリアン教員養成校（PTC）＞ 

Mr. Emmanuel Osei  Principal, PTC 
 

＜タマレ市議会＞ 

Mr. Adam M. Baba  Municipal Coordinating Director 
 

＜タマレ市教育事務所＞ 

Mrs. Alexandra Sopiimeh  Director, Tamale Municipal 
 

＜バガバガ教員養成校＞ 

Mr. Alhaji Adam Zakaria  Principal 
 

＜在ガーナ日本大使館＞ 

浅井 和子   大使 

窪田 博之     一等書記官 

 

＜JICA ガーナ事務所＞ 

宍戸 健一   所長 

小渕 伸司   次長 

神谷 望   所員 

 

＜プロジェクト専門家チーム＞ 

田中 千聖   チーフアドバイザー 

渋谷 和朗   業務調整/教育計画 
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小林 幸春   数学教育 

大原 健治   理科教育 

田中 茂行   モニタリング評価 

田口 明夫   視聴覚教材製作（短期） 
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第２章 プロジェクトの概要 

２‐１ 基本計画 

名称 小中学校理数科教育改善計画プロジェクト 
Improvement of Educational Achievement in Science, Technology and 
Mathematics in Basic Education（STM Project） 

協力期間 2000 年 3 月 1 日～2005 年 2 月 28 日（5 年間） 

上位目標 （長期）：プログラム地区の小中学校において児童・生徒の理数科の学力

が向上する 
（短期）：教員研修を受講した理数科教員に指導を受けた児童・生徒の学

力が向上する 

プロジェクト目標 プログラム地区における小中学校理数科教員の指導力が向上する 

期待される成果 1）現行の理数科教育（小学校高学年・中学校）が見直され、その結果が

プロジェクト計画に反映される 
2）プログラム地区 a（北アクアピン郡）において、校内研修と連携した現

職教員研修が確立される 
3）現職教員研修が他のプログラム地区で実施される 
4）現職教員研修に関する制度化が支持され、政策提言が行われる 
5）理数科に関する意識の醸成と情報共有が促進される 
6）現職教員研修のモニタリング及び評価が定期的に行われる 

 

 

２‐２ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

JICA では、1990 年代前半からプロジェクト管理手法の一環としてプロジェクト・サイクル・マネ

ージメント（PCM）手法を導入した。PCM 手法において中心的役割を果たすのは、PDM と名付けら

れたプロジェクト計画概要表である。これは「目標」、「活動」、「投入」等などのプロジェクトの主要

構成要素や、プロジェクトを取り巻く「外部条件」との論理的相関関係を示したものである。 
本プロジェクトにおいても 1999 年 10 月の討議議事録（R/D）締結時に PDM を作成し、協議議事

録の付属文書として承認されている（付属資料Ⅰミニッツ ANNEX1、PDM1 を参照）。 

 

２‐３ PDM の変遷 
プロジェクト開始当初承認された PDM は、その後第 2 版として 2001 年に最初のベースラインサ

ーベイの結果に基づき定量的指標の設定を加え（PDM2）、さらに 2002 年 12 月には中間評価を実施

し、第 3 版として①現職教員研修の成果を自立発展的なものとするための校内研修に係る活動の実施、

②現職教員研修への努力の集中と教員養成の本プロジェクトの範囲からの除外、③現職教員研修のモ

ニタリングと評価の重視等に係る変更を行った。その他変更点は以下のとおり。 
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 PDM Ver.2（2001.3） PDM Ver.3（2002.12） 改訂のポイント・理由等 
成果１ →改訂なし →改訂なし。 協力 1 年目に達成。 
成果２ 北アクアピン郡で現職

教員研修が確立する。 
北アクアピン郡で校内

研修と連携した現職教

員研修が確立する。 

教員の離職率が高いため指導者研修

を導入し、STM の研修成果と既存の校

内研修を連携させ研修効果が校内で

普及・持続することを目的とした。 
成果３ INSET が他のプログラ

ム地区で実施され、制

度化が支持される。 

INSET が他のプログラ

ム地区で実施される。

成果 3 を成果 3・4 に分けた。 

成果４ INSET の結果教員養成

研修（PRESET）が改善

される。 

→削除。 
 

（追加）INSET の制度

化が支持され、政策提

言が行われる。 

前半 2 年間、PRESET に関連する活動

としては、国別特設研修に教員養成校

（TTC）の教官を招聘すること以外特

に行っていない。今後も INSET 強化に

投入する予定であるため、PRESET へ

の直接的な協力は行わないこととし

た。 
成果５ 広報と情報共有が促進

される。 
理数科に関する意識の

醸成と情報共有が促進

される。 

指標の数を削減。 

成果６ なし。 INSET のモニタリング

と評価が定期的に行わ

れる。 

終了時評価に向けて、INSET を受講し

た教員のモニタリング・評価の重要性

が認識されたため、成果として記載す

ることとした。 
 

 

２‐４ 実施体制 

２‐４‐１ 実施体制 

本プロジェクトのカウンターパート（C/P）機関は、教育青年スポーツ省ガーナ教育サービス（GES）
であり、GES 総裁がプロジェクトディレクター、GES 内の教師教育局（TED）長をプロジェクトマ

ネージャーとした。プロジェクトの事務局は TED の INSET ユニットに設置され、ガーナ側 C/P1 名、

日本人専門家 2 名（チーフアドバイザー及び業務調整員／教育計画）を配置している。またこのほか

に以下に記す対象地域のうち、PTC 内にガーナ側 C/P4 名及び理数科分野の日本人専門家を配置し、

科学、技術及び数学（STM）に関する INSET のコンテンツの検討、教材作成等を行い、INSET の実

施拠点とした。 

 

２‐４‐２ 対象地域 

本プロジェクトでは南部、中部及び北部の三つの地域でパイロット的に理数科分野の INSET モデ

ルを展開することとし、南部では北アクアピン郡、中部では西アダンシ町、北部ではタマレ市を対象

地域とした。各々の対象地域においては教員養成校（北アクアピン郡：PTC、西アダンシ町：アクロ

ケリ教員養成校、タマレ市：バガバガ教員養成校）を拠点に地域教育事務所と連携を図りながらプロ

ジェクト活動を行った。（冒頭地図参照。） 

 



 
 

7 

２‐４‐３ その他、合同調整委員会等 

本プロジェクトでは GES 総裁を議長として合同調整委員会を設置した。また、広義の C/P として、

中央行政部門に教育青年スポーツ省の次官を含む教育省関係者及び、対象 3 地区の教育事務所の所長

と職員、教員養成校の校長、ケープコースト大学教育研究所等の関係機関を積極的に巻き込んでいっ

た。 
このように本プロジェクトには多様なグループが含まれるが、関係者の間のコミュニケーションは

概して円滑であった。 
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第３章 終了時評価評価の方法 

３‐１ 評価の手法 

本終了時評価は、前述の日本側評価団員と下記のガーナ側評価団員からなる合同評価調査団によっ

て実施された。 
 

Mr. Stephen Adu ガーナ教育サービス（GES）教師教育局 

Ms. Evelyn Oduro ガーナ教育サービス（GES）教師教育局 

Mr. Joseph Ghartey-Ampiah ケープコースト大学教育研究所 

Mr. David Dzontoh ケープコースト大学 

 

評価作業は、まず、ガーナ側が中心となって PDM の達成状況について計測、分析を行い、その結

果を踏まえて日本側及びガーナ側で協働して 5 項目評価及びこれに基づき提言と教訓を導きだした。

ガーナ側による評価については付属資料Ⅰミニッツ ANNEX4 “Data Analysis on Impact Monitoring of 
INSET, Questionnaires, Interviews and Pupils’ Achievement Tests, October 2004”を参照。また評価 5 項目に

ついては以下を参照。 
 

妥 当 性 評価時におけるプロジェクトの上位目標とプロジェクト目標の正当性 

有 効 性 プロジェクトのアウトプットによって得られるプロジェクト目標の達成度 

効 率 性 
プロジェクトの実施過程における生産性。投入を用いてアウトプットが達成される

度合い 

インパクト 
プロジェクトの実施により生じる直接的または間接的なプラスとマイナスの変化。

計画当初に予想されなかった変化も含む 

自立発展性 プロジェクトが終了した後の便益・開発効果の持続性 

 

 

３‐２ PDME（評価用 PDM）の作成 
本調査では主に第 3 版の PDM を中間評価時点で設定された活動計画で補完することによって評価

用 PDM（PDMe）を作成した（付属資料Ⅱ参照）。 
 

３‐３ 情報・データ収集方法 

３‐３‐１ “Data Analysis on Impact Monitoring of INSET, Questionnaires, Interviews and Pupils’ 
Achievement Tests, October 2004”の作成（GES 教師教育局、JICA、ケープコースト大

学教育研究所によるモニタリングデータ分析報告書） 
本プロジェクトにおける対象地域・学年の理数科教員の指導能力向上に係る成果、生徒の学力向上

の状況、その他インパクト等について、ケープコースト大学教育研究所が中心となり、STM プロジ

ェクト関係者と共に、観察、筆記テスト、インタビュー等を行い、プロジェクト目標の指標に係る調

査分析、ベースライン調査との比較分析等を行った。 
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（１）調査表（調査グリッド）の作成 

PDMe をもとにして、本調査に必要とされる主要調査項目と情報収集方法を網羅した以下のような

二種類の調査グリッドを作成した。 
 
１）計画達成度・実施プロセス調査表（達成度グリッド） 

評価 5 項目による価値判断の対象となる「事実」の把握。「実績」の確認と「実施プロセス」の

把握を目的とする。 
 

２）評価調査表（評価グリッド） 

上記の事実に基づき評価５項目による価値判断と因果関係の分析を行うための情報の入手を目

的とする。 

 

（２）調査表記入 

 以下の手段により情報を入手し、合同評価団内の協議の結果を調査票に記入した。 

１）資料レビュー 

• 国内において入手できる資料（過去の調査報告書やプロジェクトの記録等） 

• 上記（１）の「Data Analysis on Impact Monitoring of INSET, Questionnaires, Interviews and Pupils’ 
Achievement Tests, October 2004」（付属資料Ⅰミニッツ ANNEX4 参照） 

 

２）プロジェクト関係者との面談調査 

GES 幹部との議論、対象 3 郡のプロジェクト参加者との面談調査を実施した。 
 

３）現場調査 

北アクアピンとタマレの関係機関及び小中学校を調査訪問し、評価に反映した。 

 

（３）調査の結果 

調査表に基づき合同評価団内の協議を経て調査報告書を作成し、合意結果を合同報告書としてま

とめ署名、交換した。 



 
 

10 

第４章 プロジェクトのアプローチ 

４‐１ プロジェクトで実践した INSET システム 
本プロジェクトは、小中学校の教育の質を改善するために、教師に焦点をあて「教える力」を向上

させることを目標としている。この目標を達成するために現職教員研修（INSET）のシステムを構築

し、制度化を支援することを目指した。プロジェクトでは北アクアピン郡（南部）、タマレ市（北部）

及び西アダンシ郡（中西部）の 3 地域をパイロット地域として、ガーナ全国に対して適応可能性のあ

る普遍性のあるシステムを構築することを目指した。プロジェクト期間の前半は主に北アクアピン郡

を中心に活動し、後半に北アクアピン郡における活動の経験と成果を踏まえてタマレ市及び西アダン

シ郡において活動を展開していった。研修内容については教師のニーズを把握することから始まり、

研修内容の実践性を目指して、研修を実施しながら少しずつ改善が加えられていった。研修の実施方

法についても同様に、教師のニーズ及びガーナ小中学校の実態に合うように、プロジェクト期間を通

じて改善されていった。特に大きな変更が加えられたのは中間評価の結果を受けて北アクアピン郡で、

研修を受けた教師が校内研修を実施するという「指導者研修（Curriculum Leader Training）」を始めた

ことである。 
INSET システムが出来るまでの過程は図１に示される通りである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１： 研修システム構築の過程 

 

 

 
ベースライン調査 

小中学校における理数科

教育の実態と教師のニー

ズを把握するための調査 

従来の INSET の問題点 

6 日間の研修モデル 

（北アクアピン郡(モデル地

区)で実施する INSET の内容

と実施方法を確定 

北アクアピン郡にて INSET実施 

INSET 内容の改善 

INSET 実施方法の改善 

タマレにて INSET 実施

タマレ地区の実情に合うように

INSET 内容の改善 

実施方法の改善 

西アダンシ郡にて INSET 実施 

西アダンシ郡地区の実情に合うよ

うに INSET 内容の改善 

実施方法の改善 
中間評価 

研修の効果と課題を把握するための調査

指導者研修と校内研修 

初任者研修 

研修の制度化支援 

研修効果の高さ 

研修内容の適切さの確認 

教師の高い離職率 

研修の実施方法の改善 の必要 

実践的教授法 
指導案、教材、

教科知識など 
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４‐１‐１ 教員養成校を技術的リソースとした INSET モデル 
ガーナでは現職教員研修を定期的に実施する制度となっておらず、INSET の実施機関についても

明確に定められていなかった。本プロジェクトではプロジェクト形成時に、教員養成校を拠点として

INSET モデルを構築するという計画を立てた。北アクアピン郡（南部）においては PTC、タマレ市

ではバガバガ教員養成校、西アダンシ郡ではアクロケリ教員養成校を実施機関として、GES の TED
と連携を図りながら現職教員研修を実践した。本プロジェクトの専門家チームは TED にチーフアド

バイザー及び業務調整員/教育計画を配置し、理数科分野の専門家をプレスビテリアン教員養成校に

配置することにより実務的な技術指導を行なった。 
プロジェクトが開始されてからは、ガーナにおける地方分権化が進展し、郡教育事務所が現職教員

研修を実施する行政機関としてその役割を担うことが明確になった。この地方化の流れに対応するた

めに、プロジェクト期間の後半においては郡教育事務所を積極的に巻き込みながら INSET を実施し

ていくこととなった。その場合にも、教員養成校教官が研修講師をしたり、研修効果のモニタリング

に参加するなど、技術的な支援を行っている。 
 

４‐１‐２ 小中学校における理数科教育の実態と教師のニーズを把握するための調査 

プロジェクト開始後すぐにベースライン調査が行なわれた。調査計画や内容を決める初期の段階か

ら、データ収集と分析、さらに結果を関係者に発表するセミナーまで一貫して、ケープコースト大学

教育研究所（Institute of Education, University of Cape Coast）の協力があった。日本国内大学コンソー

シアム（後述）からも、児童・生徒の学力テスト問題作成などの協力を得た。 
教師の研修ニーズに関する調査では、児童・生徒の学力テストの結果、教師の授業観察や聞き取り

調査、さらに教員養成校在学中の学生のアンケート調査等が行なわれた。ここでは、多くの理数科の

授業が単調な暗記学習や教師の講義となっていて、児童の参加がないことが観察された。また、児童

の学習到達度は低く、基礎的な知識や学力が足りないことが確認された。教師は児童中心

（child-centred）や活動型（activity-oriented）の教え方に強い興味と関心を持っているものの、どのよ

うにして実現してよいのかわからなくて、実践的な教え方を学びたいと思っていること、教授法や教

材作成に加えて学科の内容についても学びたいという強い希望を持っていることがわかった。さらに、

授業観察から、学科の知識が十分でない教師も多いことが確認された。 
 

４‐１‐３ 従来の INSET の問題点 

それまでガーナ国内でアドホックに行われていた現職教員研修は、100 人近くの教師が集まり、概

念的・理論的な講義が行なわれた後、「参加型」として小グループに分かれて話し合うという形式が

一般的であった。このような研修には明確な目標設定やカリキュラムが存在しないことも多い。教師

が相互に学びあうという形態には意味があるものの、必ずしも新しい知識や技術などを体系的に学ぶ

というものではなかった。このような研修は教師のやる気をある程度高めることには役立っても、実

際の知識や技能を上げることにはつながらない。また、2 週間以上の長期にわたる研修もあったが、

研修カリキュラムに基づいて必要な研修日数を決めるよりも、予算によって研修期間を定めるような

こともあり、長期にわたる研修の必要性について明確な検証が行われていなかった。さらに、関係者

の間には、このような研修を改善したいという意識はあるものの、どのようにしたらよいのか具体策

を得るまでには至っていなかった。研修は休暇中に宿泊して行うことが多く、受講者には宿泊のため
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の費用と交通費、場合によっては日当が支払われていた。研修受講者の関心が、研修によって学ぶ内

容よりも、このような経済的なメリットに向けられることも稀ではなかった。 

 

４‐１‐４ 教師のニーズを反映する実践的な INSET 内容の構築 

以上の調査からプロジェクトで支援する研修の内容と実施方法を定めた。2001 年 2 月に行った最

初の研修の内容は、児童及び教師の苦手な単元、児童の誤答分析（ベースライン調査の学力テストか

ら）、授業案の作成、授業研究、教材作成などから成る。STM 研修の特徴として実践的な内容を参加

型の方法で学ぶ方式をとっており、教材を作るなどの作業を実習できるように、1 回の研修参加者を

30 人とした。また、INSET を受けた教師が習得した内容をすぐに教室で活用することが出来るよう

に、研修を学期中に行うこととし、研修を行っている教員養成校の付属小中学校などで授業研究を行

うことができた。 
さらに、教師が教室を離れる時間を短くするために研修期間を短くした。短い研修期間に効率的に

実践的な研修内容を入れるように努力を重ね、研修カリキュラムを実施するのには 6 日間かかると試

算された。この 6 日間を分けて、3 日間の研修を 2 回行ない、1 回目と 2 回目の研修の間に 1 か月の

期間をおくことにした。この 1 か月の間に、教師が学んだことを教室で実践できるようにし、教材な

どを作成する宿題もできるようにした（図 2 参照）。 
 

４‐１‐５ 研修とモニタリングの一体化 

STM 研修は、モニタリングと研修を一体化している点も特徴的である。図 2 に示されるように、

研修の始まる前、1 回目と 2 回目の研修の間、研修後に、研修を実施する TTC 教官や C/P と専門家

がチームで学校訪問を行なった。 
研修前の訪問（プレモニタリング）では、研修に参加する教師に会って研修について話をし、研修

に来る際に授業案を持参することを依頼した。これは、研修の前と後で授業案の比較を行なうためで

あり、また、研修に参加する教師が持参した授業案を研修教材として活用するためでもある。研修の

前後での授業を比較するために、研修に参加する教師の中から数名を無作為に選び、授業を見学した。 
2 回目の訪問は研修の前半と後半の間（1 か月間）に行われた。研修で学んだ内容を教師が活用し

ているかどうかを確認し、教師や校長からの質問に答え、必要に応じて指導を行い励ます。研修内容

についての感想や要望についても聞いた。 
3 回目の訪問（ポストモニタリング）は研修後に行われる。プレモニタリングで授業を見学した教

師の授業を見学・査定して比較を行った。また、授業案についても研修前後での比較を行った。研修

の前後で大多数の教師の授業案と授業のやり方に改善が見られた（詳細は中間評価参照）。 
学校訪問は、研修効果のモニタリングと指導のため、さらに教師を励ます意味でも有効である。研

修の効果を活かすためには不可欠であるとも言える。現場の教師は、どのように授業を改善するか悩

み、実践的な助言や指導を希望している。日本の指導主事に相当するサーキット指導員（circuit 
supervisor）は必ずしも教科の知識や指導法に熟知しているわけではないので、研修を実施した教員

養成校教官等の学校訪問は、教師が不明な点等を質問をして知識と教授法を向上することのできる貴

重な機会となっている。さらに、このような訪問は、教師を支援し、やる気を喚起するために役立っ

ている。 
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図２：本プロジェクトにおける INSET モデル 
 

４‐１‐６ 自習教材の配布 

教師が研修を受けている間、児童・生徒が自習できる教材を配布することを行なった。これは、ベ

ースライン調査で教師が教材の不足を訴えていたことに対応するためでもあった。自習教材は郡教育

事務所の職員によって学校に配布されたが、配布の際に、研修参加予定の教師に参加を促し質問に答

えることなど行われた。さらに、必要に応じて、研修について説明して校長の理解を得る等も行われ

た。 

 

４‐１‐７ 研修内容の改善 

プロジェクト期間中に INSET は、その内容を少しずつ変えていったが、教師のニーズに沿うよう

な改善を目指していた。INSET 後のアンケート調査を参考にして、教師のニーズに合う研修内容に

ついては続け、そうでないものは他のものに代えるという努力を続けた。理科と数学で、それぞれに

試行錯誤を繰り返しながら改善を加えていった。例えば、北アクアピン郡での活動を踏まえ、他の地

域で研修を実施する際に、教材として使う植物など、その地域で入手できるものを活用するなどの工

夫もなされた。 
研修の内容についても変更が加えられた。中間評価後には、教師の離職率が高く研修を受けた教師

が辞めてしまう問題に対応するために、研修を受けた教師が、学校に戻って校内研修を実施する「指

導者研修」を始めた。この指導者研修を受けた教師（カリキュラムリーダー）はその成果を学校に持

ち帰って「校内研修」を実施することとし、教師の離職率が高いところで研修の効果を学校に残すこ

ととした。これを受けて、毎学期 1 回実施される研修は、校内研修の実施に役立つ内容としている。

それまでの 6 日型の研修は「初任者研修」として継続した。 
 

４‐１‐８ 研修の実施方法の改善 

研修は、経費を節約するために宿泊制ではなくて通勤制で行なわれ、参加者には交通費実費が支払

われた。その後、地理的に広い西アダンシ郡での研修の際には通うことが難しい遠方からの受講者に

プレモニタリング 

第１回研修（3 日間） 
アンケート調査 

授業案 

苦手な単元 

誤答分析 

授業研究 等 

約１ヶ月の実践期間 
よい授業案の作成 

授業の準備、よい授業の実践

自信の獲得、 

教材作成、その他の宿題 

第２回研修（3 日間） 
よい授業のやり方の確認、

モデル授業、 

教材発表 等 

アンケート調査 

ポスト 

モニタリング 

学校訪問によるモニタリングと指導 
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配慮するため、希望する受講者には毎日通う交通費を支払う代わりに宿泊することが選択できるよう

にした。また、イスラム教徒の多い北部での研修は、金曜日をはずして行うことにした。 
当初は専門家が研修講義を担当することが多かったが、次第に C/P たちが、授業の計画をつくり実

施するようになった。さらに、各教員養成校の教官が研修を実施できるようにするための努力がなさ

れた。具体的には、INSET の前に専門家と C/P が教官のためにワークショップを行い、INSET 実施

準備の確認などを行なった。このような努力により、研修を計画実施できる人材が増えていった。 
既に述べたとおり、中間評価以降に「指導者研修」を導入したことは本プロジェクトにおける研修

の実施方法の大きな改善点であった。毎学期 1 回行なった本研修は、校内研修の活性化と定着を目的

として、指導者研修を受講した教師は、それぞれ学校に戻ってから校内研修を行うことになっている。

この指導者研修は、それまでにプロジェクトで実施していたクラスター研修から、小規模なカスケー

ドを作り出す研修に変化した。この指導者研修はクラスター研修とカスケード研修のハイブリッドで

あるとも言える（図 3 参照）。 
 

 

図３： 指導者研修の仕組み 

 

上記を踏まえた本プロジェクトにおいて実践した INSETの実施体制は以下の図 4のとおりである。 

カリキュラム・ 

リーダー研修（１） 

第一学期 

カリキュラム・ 

リーダー研修（２）

第二学期 

カリキュラム・ 

リーダー研修（３） 

第三学期 

校内研修 

校内研修 

校内研修 

校内研修 
校内研修

校内研修 
校内研修

校内研修
校内研修

校内研修

校内研修

校内研修

校内研修

校内研修
校内研修 
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図４： 本プロジェクトにおける INSET 実施体制 

 

４‐２ プロジェクトが実践したアプローチ 

本プロジェクトで実践したアプローチについて、プロジェクト形成時から順に追って記載する。 
INSET のターゲットの設定については、長年にわたり高校（後期中等教育）の学校現場で理数科

教育協力を行ってきた JOCV の意見を参考としている。研修の内容の実践性は、STM プロジェクト

の大きな特長であると言えよう。INSET 内容の充実と INSET の制度化のためには質の良い実践的な

INSET モデルを提供することが重要であった。そのために、ガーナ国内と日本国内の資源を戦略的

に活用することを目指した。 
 

４‐２‐１ プロジェクト形成時におけるターゲットの設定 

ガーナでは1970年代後半から理数科教師 JOCVが派遣され高校レベルでの教育への貢献があった。

1997 年にケープコースト大学教育学部･理学部に理数科教育機材整備計画の無償資金協力が行われ

た際に、ガーナ事務所より、これまでの JOCV の協力を総合的に活かすために理数科教育プロジェク

トを始めることが提案された。一方、協力隊員の聞き取り調査では、高校での理数科教育の問題の多

くは小中学校での教育に派生するものであり、多くの高校生が小中学校で習得しておくべき基礎的な

Chart of Structure for INSET implementation as of 2004

Basic Schools in District

Organizer
郡教育事務所 

- コーディネーター

ガーナ教育庁 (GES)
教師教育局 (TED)

教育青年スポーツ省
(MOES)

Intellectual Resources 
教員養成校（TTC）

 - コーディネーター(理科, 数学)

 - チューター (INSET Facilitators)

School-based INSET 

INSET implementing unit 

Induction
Training

6-day 
Training 

Support, Advice

サーキットスーパーバイザー 

STM プロジェクトチーム 

Head teachers
Training

Support, Advice

Circuit 
Supervisor 
Training 
  

Curriculum
Leader
Training

Follow-up 
Visits 
(Performance
Monitoring) 

Pre/Post 
Monitoring 
(Impact 
Monitoring) 

現職教員

(at least two)

新任教員

カリキュラムリーダー（指導者）

(Facilitators of School-based INSET)

校長

その他の教員
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知識と技能を持っていないことが指摘され、プロジェクトの対象を小中学校とすることが強く推奨さ

れた。次項に示すように、他の援助機関との話し合いを経て、本プロジェクトの対象を小学校高学年

と中学校として、科目としては小学校高学年の理科と算数、中学校の科学と数学を対象とすることと

した。 
 

４‐２‐２ 援助協調の環境でのプロジェクト形成 

プロジェクト開始に先がけて、調査団及び教育省への長期専門家が派遣され、ガーナの教育開発に

関する調査が行われた。1990 年代中頃からガーナの教育セクターでは、カリスマ性のあるハリー・

ソイヤー教育大臣による教育省主導のドナー協調とセクタープログラムの形成が進められていた。世

銀と DFID による教育セクター財政支援及び USAID による全国規模の小学校の質の向上プログラム

支援、GTZ によるアフリカ言語教育支援などが先行する中で、プロジェクト形成が行われた。当時

は、小中学校教育の無償義務化と質の向上を目指す fCUBE プログラムが教育省の方針であり、援助

機関の支援も小中学校に集中することが求められていた。小学校低学年（1 年から 3 年）ではアフリ

カ諸語（児童の母語あるいはそれに近い言葉）による教育が行われ、小学校 4 年生から教授言語が英

語に切り替わることとなっており、GTZ は小学校低学年のアフリカ諸語による算数と理科（環境科

学という生活科に近い科目）の教師用ガイドを作成するプロジェクトを支援していた。また、USAID
の支援は小学校低学年の英語と算数が中心であった。小学校 4 年生から理科（General Science）が導

入され、中学校での科学（Integrated Science）につながる。STM プロジェクトは、以上のことを考慮

してプロジェクト形成を行ったが、この過程を援助調整と援助協調の流れの中で注意深く進めていっ

たことが特徴的であった。 
 

４‐２‐３ プロジェクト開始時の方針確認 

プロジェクト開始の時期に、教師教育政策にかかわるキーパーソンを日本に招いて最終的な協議を

行った。具体的には、教育省財務局長、GES 副総裁、教師教育局長、北アクアピン郡教育事務所、

PTC などの関係者が第一回の国別特設研修を活用して来日した。この研修の目的は、①日本の教育

の概観及び現職教員研修の様子を見て、ガーナが日本の技術協力から何を得たいのかを具体的なレベ

ルで、ガーナ人の視点で確かめる、②国内支援大学1その他の関係者の面談により、今後のプロジェ

クトの進め方に関する認識を共有すること、③日本の ODA システムについての知識と理解を得るこ

と、などであった。3 月 1 日には JICA 所管事業部、地域部、外務省、文部科学省、長期派遣予定の

専門家を含めて関係者が JICA 本部に集まり、PDM の確認とプロジェクトの開始式を行い、関係者の

意識を高めることに成功した。また、プロジェクト活動のための PTC 内の施設改装などについても

GES 副総裁が約束した。 
 

４‐２‐４ ガーナ国内の大学の協力 

日本国内の大学コンソーシアムに加えて、ガーナ国内の大学の関与もプロジェクトを支えてきた。

ケープコースト大学教育研究所は国内 41（うち私立 3 校）の教員養成校のカリキュラムや試験を担

当し質的管理を行う立場にあり、教師教育局とも関係が深い。このような機関に、ベースライン調査、

                                                        
1広島大学教育開発国際協力研究センター（CICE）を中心とした国内支援コンソーシアムを形成した。詳細について

は 4-4 を参照。 
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中間評価、終了時評価の一連の作業に継続的に携わってもらったことにより、ガーナ国内の知見と経

験をそれぞれの評価に活かすことができた。また、教育研究所のキャパシティ開発（Capacity 
Development: 以下「CD」という）にも貢献した。 

 

４‐２‐５ 実践性を高めた研修内容 

ベースライン調査及びその後に続けた学校訪問などから、教師が必要とする事象を中心に研修内容

を定めた。それまでにガーナ国内で行われていた研修は、理論的・概念的なものが多く教師がそのま

ま教室で使うことができるものが少なかった。STM 研修では、授業案の作成、教材作成、モデル授

業の実施、授業研究など、実際に教室での活動を想定した研修内容を重視した。さらに「子どもに考

えさせる」等の具体的な目標を掲げてこれらの活動を支えることとした。このような実践性の高い研

修内容は教師に好評であり、教室での活用度も高かった。具体的にはベースライン調査での児童が間

違えやすかった問題を分析する、研修参加者の作った授業案を見て改善点を述べ合う、身近な材料を

使って教材を作る、作った教材の説明をする、研修に参加した教師の授業を見て感想を述べ合い改善

策を考える等の活動を行った。 
 

４‐２‐６ 「クラスター」と「カスケード」の研修モデル 

プロジェクトでは当初、他のプロジェクトでの評価と経験を踏まえて、初等教育でのカスケードモ

デルには多くの困難があることを予測してクラスターモデルを採用した。これは、研修を対象者に直

接行うものであり、カスケードモデルのように、何段階か下がるうちに研修の質が低下するというこ

とがない。一方、1 回毎に研修を行うために多くの人数をカバーできないという欠点がある。プロジ

ェクトでは、中間評価後に、指導者研修を導入したが、これはクラスターで研修をした後、個々の教

師が学校に戻って校内研修を実施するというものでクラスターとカスケードのハイブリッドとも言

える形となっている。 
 

４‐２‐７ プロジェクトの環境を整備するための方策 

プロジェクトの環境を整備するために、教育省に派遣されていたアドバイザー専門家と協力してノ

ンプロジェクト無償の見返り資金を活用することが実現した。この見返り資金の活用は、INSET 実

施経費、INSET に必要な研修施設や教員養成校内の道路の整備、教員住宅に加えて、教師の社会的

地位を向上させるためのテレビドラマ制作などの活動も含む。見返り資金の活用は、プロジェクトで

実践した研修をガーナ側で予算化するための準備、プロジェクトを取り巻く環境の整備などに貢献し

た。 
 

４‐２‐８ 政策提言 

教師の高い離職率を下げるために、他のドナーにも呼びかけて教員の大学進学休暇（study leave）
の数を制限するための政策提言が行われた。教育関連の主なドナーはすべて賛同したために、教育省

は教師の大学進学休暇の数をそれまでの 4,000 人程度から半減して、さらに遠隔教育による学士課程

履修を奨励する方針をとった。 
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４‐２‐９ 研修の標準化 

小学校教員を対象とした現職教員研修が多数ある中で、その実施方法や内容をある程度、標準化す

る必要性がある。プロジェクトでは、教師教育局がこの標準化を進める過程を支援して、最初のワー

クショップを行った。ここには UNICEF、UNESCO、USAID、DFID、GTZ に加えて Actionaid や Catholic 
Relief Service などの NGO も加わり研修内容と実施方法の標準化のために、それぞれの研修で使って

いるカリキュラムとシラバス、教材などに関する情報提供が行われ、標準化のための話し合いが行わ

れた。この過程は長い時間がかかったが、2 年度に研修の内容を示す標準化マニュアルができた。 
 

４‐３ 本邦研修の活用 

４‐３‐１ 各種本邦研修の概要 

本プロジェクトに関連した本邦研修は本プロジェクトの C/P 研修のほか、個別派遣専門家の C/P
研修及び国別特設研修があり、いづれも広島大学教育開発国際協力研究センター（以下、「CICE」と

いう）を中心とした国内コンソーシアム2が中心となって実施された3。これら本邦研修の特徴として

は、様々な JICA の制度を活用しながらも効果的に組み合わせることにより、本プロジェクトの目標

達成に研修を有効に活用したことがあげられる。具体的には国別特設研修をモジュール化4すること

により C/P 研修の一部として活用するという試みを行った。これによって、C/P 研修と国別特設研修

を組み合わせて理数科と教育行政双方に共通するモジュールは一緒に受講するなどの対応すること

ができた。 
個々の研修の概要は以下の（１）～（３）の通りである。 

 

（１）カウンターパート（C/P）研修 

研修の目的は理数科の現職教員研修計画及び実施のための教科と行政の CD で、対象分野は理数科

及び教育行政であった。研修の対象者は教員養成校の理数科責任者、郡教育事務所理数科担当官、郡

教育事務所及び教育省本省の関連行政官などであった。研修内容は理数科教科教育と教育行政とした。 
研修は理数科及び教育行政の二分野で行われた。大体、毎年理数科と教育行政を合わせて 2～4 名

程度の C/P が本邦研修に参加していたが、プロジェクト 5 年目には、教育行政のみ 6 人の C/P 研修と

して、プロジェクトの評価と今後の展望についての協議を中心とする戦略的な研修となった。 

 

（２）国別特設研修 
研修の目的は、理数科の現職教員研修実施促進のための人材育成であり、対象は対象地区の教員養

成校理数科教官であった。研修内容は、理数科強化教育と現職教員研修を中心とした日本の教育概要

に加えて日本語とコンピューター教育とした。 
国別特設研修は、オリエンテーション（3 日間）、日本語（1 週間）、コンピューター（1 週間）、日

本の教育概観（2 週間）、理数科教育（4 週間）から成る。C/P 研修受講者は、この国別特設研修を受

けて、さらにその後に 2～4 週間の理数科の研修を国内コンソーシアム5の大学で受講した。 
＜国別特設研修とプロジェクトの関連＞ 

                                                        
2 詳細については 4-4 を参照。 
3 「カウンターパート研修」及び「国別特設研修」は 2004 年度より「国別研修」として統合された。 
4 4-3-2 参照。 
5 4-4 参照。 
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国別特設研修は、本プロジェクトの立ち上げと同時期に計画されたこともあり、本プロジェクト

と関連付けて行うことが提案された。当初は、現場の教師を研修に招くという計画があったが、現

職教員研修を担う教員養成校教官を研修参加者としてほしいというガーナ側の強い要望で研修参

加者が決まった。毎年 8 名が研修に参加したが、途中から教員養成校教官に加えて郡教育事務所の

理数科研修責任者も受講するようになった。この研修により、ある一定のレベルの理数科教育を受

けた INSET を実施する人材の確保ができた。 
 

＜国別特設研修の計画＞ 

プロジェクト開始に先駆けて 2000 年 2 月にガーナ側のキーパーソン 7 名が来日し、国別特設研

修の研修内容について、プロジェクト全体の中での位置付けや貢献、研修参加者の選び方などにつ

いて話し合いを持った。また、C/P 研修についても、その内容や方法について話し合いを行った。

これによって、本邦研修の枠組みが出来上がった。 
 

（３）個別派遣専門家カウンターパート（C/P）研修 

教育省に派遣されている個別派遣専門家の C/P 研修も、プロジェクトと連携する形で行われた。具

体的には、プロジェクトに関連する教育行政面での CD 及び日本の協力スキームに対する理解の促進

であった。この C/P 研修の参加者についても、プロジェクトとの関係を見つつ人選を行った。 

 

４‐３‐２ 本邦研修のアプローチの特徴 

（１）国内大学コンソーシアムによる研修の実施 

本プロジェクトで実施した本邦研修は既述のとおり、日本国内の大学がコンソーシアムを形成して

研修の受け入れにあたった。国別特設研修は広島大学 CICE と福岡教育大学が担当し、理数科の C/P
研修はその他の大学6が交代で担当した。教育行政の C/P 研修では広島大学 CICE が調整役をした。 
 

（２）国別特設研修のモジュール化とカウンターパート（C/P）研修への貢献 

国別特設研修は、下記の五つのモジュールから成る。 
 

①オリエンテーション（3 日間） 
②日本の教育概要‐現職教員研修を中心に（2 週間） 
③日本語研修（1 週間） 
④コンピューター研修（1 週間） 
⑤理数科研修（4 週間） 

 
C/P 研修のプログラムは、必要なモジュールを組み合わせて受講することができるようにした。理

数科 C/P は国別特設研修を全て受講した後、さらに理数科の研修を続けた。このやり方には、国別特

設研修を受ける際にリーダー的な役割を果たした後、さらに理数科の補完研修を受けることにより、

他の研修受講者（教員養成校教官）と考え方を共有しガーナでの研修について話し合いながら研修を

                                                        
6 コンソーシアムは広島大学教育開発国際協力研究センター、信州大学、福岡教育大学及び宮崎大学で構成された。

詳細は 4-4 を参照。 



 
 

20 

受けることができるというメリットがあった。一方、行政 C/P は、①オリエンテーション、②日本の

教育概要、③日本語研修、④コンピューター研修、のうち必要なモジュールを受講するようなプログ

ラムを作った。比較的長く滞在できる行政 C/P は、日本語やコンピューターも含めて①から④全てを

受講するが、短期間しか研修に参加できない C/P は①、②のみを受講するプログラムが組まれた。 
 
STM C/P 研修(理数科)    国別特設研修     STM C/P 研修（行政）  STM C/P 研修（行政） 

          比較的長期     比較的短期 

 

図５：国別特設研修とカウンターパート（C/P）研修の関係 

 

 

また本プロジェクトでは、本邦研修に加えて、長期研修や文部科学省奨学金による日本の大学での

修士課程履修も活用した。これは、中長期的な視点で、CD と研修の制度化に貢献する人材を養成す

ることを目的としている。研修を終えてガーナに戻った人材はケープコースト大学教育研究所や教員

養成校などで活躍している。 

 

４‐４ 国内支援体制とその取り組みの特徴 

本件プロジェクトの国内支援体制として国内支援委員会とは別に、広島大学教育開発国際協力研究

センター（CICE）が中心となって複数の大学がコンソーシアムを形成し、プロジェクトの開始当初

から終了まで継続して組織的に支援してきたことがその特徴として挙げられる。以下にその形成の経

緯、役割、課題等についてまとめる。 
 

４‐４‐１ コンソーシアム形成の経緯 

（１）コンソーシアムの立ち上げ 

本プロジェクトを支援するための国内コンソーシアムは、CICE が中心となって立ち上げられた。

CICE は、1997 年４月に設置され、JICA から協力を依頼された文部省（当時）からの要請により、

同年に実施された本プロジェクトの基礎調査の段階から関与している。文部省（当時）は CICE に対

オリエンテーション

(3 日間) 
オリエンテーション

(3 日間) 
オリエンテーション

(3 日間) 

日本語研修 
（1 週間） 

オリエンテーション

(3 日間) 

日本語研修 
（1 週間） 

日本語研修 
（1 週間） 

コンピューター 
（１週間） 

コンピューター 
（１週間） 

コンピューター 
（１週間） 

日本の教育概観 
（2 週間） 

日本の教育概観 
（2 週間） 

日本の教育概観 
（2 週間） 

理数科教育 
（４週間） 

理数科教育 
（４週間） 

教育行政 
（必要に応じて） 

教育行政 
（必要に応じて） 

理数科教育 
（３～４週間） 

日本の教育概観 
（2 週間） 
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し、専門家の確保を含めた国際教育協力事業における支援のあり方に関するいわば一つのモデルづく

りを要請し、CICE においても、このようなモデルづくりは重要な職務の一環であると認識されてい

た。 
オーガナイザーとしてCICEが第一に行ったことは専門的な知識を有する協力人材の確保であった。

すでに広島大学では教育学部等がケニアでの同様のプロジェクトで中心的な役割を担っていたこと

から、学内の教官を活用することは事実上困難であり、学外にその人材を求めることとなった。人材

の発掘に当たっては、同センターのもう一つの主要事業である「国際教育協力人材データベース」が

活用された。しかし、求められている人材は単に一時的に調査などに参加するだけではなく、以後プ

ロジェクト終了まで継続して協力すること（長期のコミットメント）が期待されたことから、電話イ

ンタビュー等により途上国への教育協力に対する強い関心と意志を確認の上、協力依頼がなされた。 
上述のような経緯によって、1997 年 9 月の基礎調査に 1 名、1998 年 10 月の事前調査に 2 名の国立

大学教官が参加し、さらには 1998 年の 9～10 月には文部省（当時）の短期在外研究員派遣制度を活

用し、1 名の国立大学教官がガーナ教育事情調査を実施した。これらの教官は引き続きプロジェクト

を支援するとともに、それぞれの所属大学においてプロジェクトへの支援について中心的な役割を果

たすことが期待され、結果プロジェクトが開始される前の段階において、広島大学、信州大学、福岡

教育大学及び宮崎大学の 4 校の間で支援コンソーシアムの土台が形成されていった。 
 

（２）コミットメントと当事者意識 

CICE が本コンソーシアムを形成するにあたって第一の基準としたのは、4 大学の教官の専門性を

前提とした途上国への教育協力に対する強い関心とコミットメントである。コミットメントが 1～2
週間程度の調査に限られ、長期にわたって関わることはできないという教官は最初から対象とされな

かった。 
上記 4 大学 8 名（CICE の教官 2 名を含む）は、正式なプロジェクト開始前にすでに何らかの形で

ガーナを訪問したことで、ガーナの教育事情等についての理解を深めたと同時に、プロジェクトの準

備段階から参加することによって当事者意識やコミットメントを高めることができた。このようにプ

ロジェクト開始前の段階で現地の状況を視察・調査する機会があったことは効果的にコンソーシアム

を形成する上で重要であった。また調査団派遣前の準備打ち合わせや派遣後の報告会等、プロジェク

トの案件形成の過程に、調査団員のみならず極力すべての関係者に参加する機会があったことも、参

加意識を高める上で大きな意義があった。 

 

（３）コンソーシアムの正式認知 

上述のとおり、本プロジェクトの国内における協力システムの土台は 1999 年 10 月の R/D 締結時

点で既に個人的なネットワークにより整っていたが、各大学の組織的な協力体制は確立していなかっ

た。 
案件形成中に形成されたネットワークが効果的に機能するためには教官の国際教育協力事業への

参加・協力を当該大学全体の活動のひとつとして認知し、“組織的協力”とする必要があった。そのた

め、まず CICE の運営委員会の下にコンソーシアムを設置し、設置要項が定められた。この要項はコ

ンソーシアムの委員について、CICE からの若干名の教官のほか、他の関係 3 大学の学長が各 2 名を

推薦することと定めており、これら 3 大学の代表がコンソーシアムに参加することとした。これに基

づき、1999 年 11 月広島大学長から関係 3 大学長宛てに文書により正式な協力依頼がなされ、信州大
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学、福岡教育大学、宮崎大学及び広島大学の連携・協力による「『ガーナ国基礎教育（理数科教育）

支援プロジェクト』支援コンソーシアム」が正式に発足することとなった。 
 

４‐４‐２ コンソーシアムの性格と役割 

本プロジェクトでは国内支援委員会を設置しているが、コンソーシアムから各大学の代表１名が同

委員会に参加することによりコンソーシアムの意向が支援委員会の審議に反映される仕組みとし、相

互補完的な関係を保ちながら、密接な連携・協力の下にプロジェクトが進められた。 
国内支援委員会はプロジェクトの諮問機関であるのに対し、コンソーシアムは協力実施組織として、

専門家の派遣、研修員の受入れ等を実際に行い、また各分野における専門性に関わる事項について技

術的な支援を行った。 
なお、コンソーシアムが果たすべき役割については、コンソーシアム内部で以下のような合意が得

られ、また概ねそのように実施されてきた。 
 

（１）短期・長期の専門家派遣 

プロジェクトから国内支援委員会に要請のあった専門家については、短期専門家として基本的には

コンソーシアムのメンバーが派遣された。事前にコンソーシアム大学間で調整が行われ、年間の派遣

予定も作成可能であったため、円滑に派遣することが可能となった。 
また、必要に応じて派遣可能な他の専門家を探すこともその役割として認識されていたが、特に長

期専門家については実際には長期派遣可能な大学教官を捜すことは不可能であったため、公募による

人選を行なった。なお長期専門家の選考に当たっては、コンソーシアムのメンバーからも協力を得て

いる。 

 

（２）研修員の受入れ 

本プロジェクトのために二つの研修コース（C/P 研修と国別特設研修）が活用されたが7、研修員

の受入れについては事前に 4 大学で合意がなされており、基本的には C/P 研修は宮崎大学と信州大学

が（必要に応じて広島大学も協力する）、国別特設研修は福岡教育大学と広島大学が実施した。研修

については、当初ガーナ側の研修ニーズの把握がなかなかできなかったが、回を重ねるごとに要望表

を作成するなどして先方のニーズにあった研修の提供への努力がなされた。 
また、このように研修を受入れた同じ機関から短期専門家が派遣されるというやり方は、相互の理

解や信頼関係が醸成されプロジェクトの推進にとっても有効であったと考えられる。 
なおこの他にも、プロジェクトに直接・間接に関わる JICA 長期研修員や文部科学省研究留学生も

これらコンソーシアム大学で受け入れている。 
 

（３）プロジェクトの形成過程のへの参加 

特にプロジェクトの形成過程で、JICA の求めに応じてプロジェクトの内容について助言を行った。

また中間評価の段階でなされた、校内研修をプロジェクトに導入するようにとの提案もコンソーシア

ムでの議論を反映したものである。 
 

                                                        
7 詳細は 4－3 参照 
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（４）国内での協力 

ベースラインサーベイ案、手引書等の作成など、必要に応じできるだけ事前に国内で作業を行うと

の合意があった。これは従来長期専門家が現地で行っていた作業を、国内のエキスパティーズを有効

に活用するとの観点から、できるだけ国内で行おうというものである。ただこの点については、この

ような作業を行う経費の問題や教官が割くことのできる時間の問題、あるいは現地の実情に応じて迅

速に対応しなければならないこと等から、特にプロジェクトの中・後期には必ずしも実施されなかっ

た。 
またこれと関連して、インターネット等を活用し随時長期専門家に対して助言を提供することもコ

ンソーシアムの役割とされ、特にプロジェクトの前期にはしばしば行われた。 
 

４‐４‐３ 大学との連携と課題 

多くの場合そうであるように、大学教官を長期派遣することは難しい状況で、大学教官の持つ高度

な専門性をプロジェクトに有効に活用するためには、国内においてできるだけその専門性を活用する

ことが効果的である。具体的には国内での研修を、長期派遣専門家（本プロジェクトの場合中・高等

学校の教員）と受入れ機関である大学が十分連携をとりながら、充実したものとしていくことであり、

また、それ以外の場面でも短期専門家としての派遣や、インターネット等を活用して頻繁に技術支援

を行うこと等があげられる。 
しかしながら一般的に大学側の立場からは、国際教育協力に参加することによって、研究面での利

益も生まれにくく、新たな財源を得ることは難しい状況がある。またこのような活動に割く人的・時

間的な余裕も益々少なくなってきている。今後 JICA が大学と有効に連携を図っていくためには、プ

ロジェクトの成果を念頭におき、既に実施されている大学との業務実施契約を一層拡大していくこと

も一つの方法として有効であると思われる。 
 



 
 

24 

第５章 調査結果 

５‐１ PDMe に基づく計画達成度（詳細は付属資料Ⅲ「評価グリッド調査結果」参照） 

５‐１‐１ 上位目標の達成度 

 
上位目標 

（長期目標）プロジェクト地区の小中学校において児童・生徒の理数科の学力が向上する。 
（短期目標）教員研修を受講した理数科教員に指導を受けた児童・生徒の学力が向上する。 
 

本プロジェクトではプロジェクト期間中に対象地区のほぼすべての教員に対して教員研修を実施

したため、本調査では、長期目標及び短期目標の区別なく児童・生徒の学力向上の状況について調査

した。 

その結果、指標の達成までには至らないものの、対象地域の生徒の理数科の学力は着実に向上して

いることが確認された。中間評価後に児童・生徒の学力テストに修正を加えたため、本調査において

はベースラインと単純比較をすることはできなかったが、ベースライン調査時と中間評価時、中間評

価後に行った中間ベースライン調査時と今回の終了時評価の変化を比べると、基準点に達した児童・

生徒の割合と平均点が概ね向上していることが確認できる。現時点では上位目標の指標の達成には至

っていないが、教員による継続的な努力とモニタリングなどの支援により、生徒の学力はさらに向上

していくことが見込まれる。また児童・生徒の学力の向上には教師の質のみならず、教育環境の改善

や教科書の整備、評価方法の改善等、他にも多くの要因が含まれるため、学力の更なる向上のために

はそれらの要因を改善していくことも必要であろう。 

 

５‐１‐２ プロジェクト目標の達成度 

 

プロジェクト目標 

プロジェクト地区における小中学校理数科教員の指導力が向上する。 

 

プロジェクト目標は概ね達成されたと評価される。 

調査では「授業案（Lesson notes）」と「授業（Lesson presentation）」の両側面から教員の指導能力

を測った。サンプルとして抽出された教員 94 名の観察調査によると授業案の作成や授業の実施にお

いて中学校教員は理科、数学ともに基準点を超えた教師の割合は目標値を超えた。一方小学校教員の

うち、理科については目標をわずかに下回っているが、研修前後を比較すると小中学校を問わず大幅

な改善が見られ、当初の状況との比較において、研修を受けた基礎教育教員の指導能力は飛躍的に向

上したといえる。 

またこれらの指標の他にも教員の取り組み姿勢における全般的な改善や意識の向上がサーキット

スーパーバイザーや校長から報告されている。このことは科学・技術・数学フェア／クイズの開催な

ど授業以外の活動に係る積極的な姿勢に反映している。 
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５‐１‐３ 「成果」の達成状況 

（１）成果１「現行の理数科教育（小学校高学年・中学校）が見直され、その結果がプロジェクトデ

ザインに反映される。」 

2000 年 6 月にベースライン調査を実施され、その結果に基づいて 2001 年 3 月にワークショップ

を開催し PDM を修正した。その際、現職教員研修とその制度化の重要性を強調している。同ワー

クショップには GES の総裁と副総裁が参加し、現職教員研修とその制度化の重要性への認識が深

められた。 

 

（２）成果２「北アクアピン郡（プロジェクト地区（a））において、校内研修と連携した現職教員研

修が確立される。」 

PTC が拠点として、同校の教官をチューターとして育成され、主に教員、校長、サーキットス

ーパーバイザーを対象に各種の研修を実施した。2003 年 1 月、5 月、2004 年 1 月には、新人教員

の大部分（94.2%）に対して入門研修を実施し、サーキットスーパーバイザー9 名と校長 176 名に

対してはオリエンテーション研修を行った。また北アクアピン郡では中間評価の結果を踏まえ、教

師の離職に係る具体的な対応策として校内での現職教員研修を促進するため、2003 年 10 月、2004
年 1 月、5 月に郡内 55 校のカリキュラムリーダーのための研修（指導者研修）を実施した。 
また PTC ではリソースセンターを設立し、10 台のコンピューターの設置や図書室を整備した。

センターではコンピューター研修を郡教育事務所職員を対象に開催する等行っているが、同センタ

ーをさらに機能的にするためには管理運営体制の明確化と強化が課題となっている。 
 

（３）成果３「現職教員研修がタマレ及び西アダンシ（プロジェクト地区（b））で実施される。」 

北アクアピン郡で実施した現職教員研修モデルを活用する形で、2002 年 2 月から 2004 年 5 月の

期間にタマレで 10 回、西アダンシで 6 回の 6 日間現職教員研修を実施し、それぞれ 614 名、319
名、両地区合計で 933 名の教員が受講した。タマレにおいてはバガバガ教員養成校、西アダンシに

おいてはアクロケリ教員養成校が拠点となり、各々の教官がチューターとして育成され、その役割

を果たした。 
また、すべてのサーキットスーパーバイザーを対象としてセミナーを開催した。同セミナーは、

学校における理数科教育を改善し、本プロジェクトの研修を受けた教員のモニタリングと異動記録

を強化するものである。さらに、すべてのサーキットスーパーバイザー（24 名）は小中学校教員

のために開催された 6 日間現職教員研修に参加した。 
研修のオーナーシップは徐々に郡教育事務所と教員養成校に根付きつつある。タマレ市では

2004 年 5 月の研修（後半期間）をプロジェクトスタッフの支援を得ることなく適切に実施した。

しかしながら今後、現職教員研修の実施主体は郡教育事務所になるが、群教育事務所と教員養成校

の役割が現時点で明確になっているとはえいないため、ガーナ政府による今後の整理が求められる。 
 

（４）成果４「現職教員研修に関する制度化が支持され、政策提言が行われる。」 

研修を円滑に進めるための理数科教員用マニュアルが作成された。政策レベルでは INSET の制

度化に係る方針が GES で承認され、INSET の制度化が具体化している。また対象 3 地区では基礎

教育の質の向上のために現職教員研修を取り入れた行動計画が策定されている。 
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（５）成果５「理数科教育に関する意識の醸成と情報共有が促進される。」 

本プロジェクトで作成した冊子（2 版）、カレンダー（4 年間）、ウェブサイト、ニュースレター

（9 版）は理数科教育に関する意識の醸成と情報共有に貢献している。研修を受けた教員への質問

票調査では、ほとんどの回答者（95.8%）が本プロジェクトのニュースレターは理数科教育振興に

有益であると答えている。また生徒への調査結果によると 90%を超える生徒が理数科に興味を持

っており、かつ日常生活に利用している。さらに対象 3 地区では科学・技術・数学フェア・クイズ

が開催されるようになった。 
 

（６）成果６「現職教員研修のモニタリング及び評価が定常的に行われる。」 

プロジェクト活動の方向性の決定や、プロジェクトの成果を効果的に図るために、中間ベースラ

イン調査を行い、これに対応して研修前後を比較するためのインパクトモニタリングが行われた

（受講教員へのフォローアップ訪問調査とモニタリングを含む）。モニタリングは教員養成校教官

と郡の関係者（サーキットスーパーバイザー等）の参加を得て実施されつつある。 
一方で郡教育事務所が日常業務として行うパフォーマンスモニタリングに係る取り組みは十分

ではなかった。今後現職教員研修が継続的に実施され、効果的に運営していくためには郡教育事務

所のモニタリングの能力の向上が不可欠である。 
 

５‐１‐４ 「活動」の実績 

評価グリッドを参照。評価グリッドに記されているとおり、本プロジェクトの活動は多岐にわたる

が、合同調整委員会、作業委員会、調整員会議などによって適切に管理され概ね円滑に進捗している。 

 

５‐１‐５ 「投入」の実績 

（１）ガーナ側投入 

１）建物と施設 

PTC のアクセス道路整備、バガバガ教員養成校のリソースセンター（セミナールーム）、両校

及びアクロケリ教員養成校の教官宿舎、教師教育局の会議室の改修及び事務所スペースの提供など

が行われた。なお、これらの実施にあたってはノンプロジェクト無償資金協力の見返り資金も活用

されている。 

 

２）カウンターパート（C/P）スタッフの配置 

GES から 5 名の常勤 C/P（全国レベルの調整員 1 名、理科担当 2 名、数学担当 2 名）が配置され

た。この他、対象 3 郡と教員養成校でも本プロジェクトの参加者が指名された。C/P の詳細は付属

資料Ⅰミニッツ Annex3-5 参照。 
 

３）運営費用負担 

通常の施設維持管理費に加えて、GES 教師教育局による 2004 年の全国セミナーに対する負担、

北アクアピン郡（2000 年）及びタマレ市（2004 年）による校長セミナー負担などがあげられる。

ガーナ側の運営費負担の詳細は付属資料Ⅰミニッツ Annex3-6 参照。 
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（２）日本側投入 

１）専門家の派遣 

長期専門家は 5 名ないし 6 名体制で行われ、2004 年 9 月までのべ 12 名（チーフアドバイザー、

業務調整員、理科教育、数学教育、モニタリング・評価）が派遣されている。短期専門家延べ 21
名が派遣された。派遣専門家のリストは付属資料Ⅰミニッツ Annex3-1 参照。 
 
２）機材供与 

日本での調達による機材（9,561 千円）、ガーナでの調達による機材（26,896 千円）、携行機材

（17,615 千円）の計 54,072 千円相当の機材が供与された。大部分の機材は良好な状態で使用され

ている。機材内容の詳細は付属資料Ⅰミニッツ Annex3-2 参照。 
 

３）研修員受け入れ 

本プロジェクトでは計 27 名に対して本邦研修を実施し、1 名を南アフリカにおける第三国長期

研修を行っている。またプロジェクトの本体予算以外でも JICA の他の研修スキームを効果的に活

用することにより、プロジェクトの成果の発現に貢献している。他スキームとしては国別特設研修、

長期研修等を含み、計 57 名を本邦研修員として受け入れており、C/P 研修と合わせて計 85 名がガ

ーナ国外の研修を受けた8。研修員所属機関別の人数は、教員養成校 52 名、GES21 名（中核的 C/P
延べ 6 名を含む）、対象 3 郡教育事務所 10 名、ケープコースト大学教育研究所 2 名である。研修

参加者の詳細は付属資料Ⅰミニッツ Annex3-3 参照。 
 

４）現地運営経費 

管理運営・広報費（68,096 千円）、研修費（39,470 千円）、その他（35,503 千円）の計 143,069
千円相当の現地運営経費が負担された（2004 年 9 月時点）。現地活動費の詳細は付属資料Ⅰミニ

ッツ Annex3-4 参照。 
 

５‐２ 実施プロセス評価 

５‐２‐１ 計画内容の変更 

2-3 PDM の変遷を参照。 
 

５‐２‐２ 活動のプロセス 

本プロジェクトの関係者には多様なグループが含まれるが、実施プロセスは概して円滑であった。

日本人専門家チームと C/P のとの関係は良好であり、また GES、教育青年スポーツ省のほか、対象 3
郡の教育事務所と教員養成校、さらにケープコースト大学教育研究所等の機関とも連携を図りながら

協力を実施した。 
また本プロジェクトは、GES 総裁が議長を務める合同調整委員会によって監督・調整され、その

下で教師教育局局長が議長を務める作業委員会がプロジェクト実施に関わる課題を議論した。更にプ

ロジェクト活動中は上記合同調整委員会や本邦研修に中央政府の関係幹部を効果的に巻き込んだこ

とにより、中央レベルのキーパーソンから支援を受け、結果 INSET の制度化に向けた活動が現実化

                                                        
8 詳細については付属資料Ⅲ評価グリッドを参照。 
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したことが特筆される。さらに地方レベルでも対象 3 郡の教育事務所と教員養成校の積極的な参加を

得たことよって、本プロジェクトで実践した研修の成果の有効性を行政レベルに定着させることがで

きたものと思われる。 
また日本国内では、国内支援委員会のほか、これと連携した本プロジェクト支援に係る 4 大学のコ

ンソーシアムが形成され、研修員の受け入れや大学スタッフの短期専門家の派遣、その他技術的アド

バイスなどを通じて本プロジェクトを支援し、効果的に機能した。これら日本国内の支援によってモ

ジュール化された研修と、ガーナ国内での OJT（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）を組み合わせた

プログラムを通じ、C/P スタッフ、教員養成校教官、郡教育事務所職員などは有用な知識と技術を習

得した。本プロジェクトによる技術移転はガーナ側に高く評価されている。 
 
５‐３ 評価 5 項目による評価 

５‐３‐１ 妥当性 

本プロジェクトは、ガーナの国家政策、教育政策、地方の草の根レベルの理数科基礎教育へのニー

ズと合致しており、実施の妥当性は高いと判断できる。 
教育政策の枠組みで「基礎教育の義務化・無償化・普遍化プログラム（fCUBE）」の中で「教育・

学習の質の向上」は目標の一つとなっており、本プロジェクトの目標はこれに貢献するものである。

またガーナ貧困削減戦略においても教育の質の向上の重要性は強調されている。また同政策（案）で

は科学教育強化のための方策として現職教員研修を実施することを提言している。 
理数科については国家科学技術教育政策（案）では基礎・中等教育レベルで科学教育を強化するた

めの戦略を言及しており、GES の規則においても小中学校においてすべての生徒が習得すべき重点

科目とされている。また大部分の生徒と両親も理数科の重要性を高く認識している。現状として理数

科の学習到達度が低位にとどまっていることを踏まえれば9、本プロジェクトは国家レベルの教育の

質の向上、理数科教育に係る政策と共に、現場レベルのニーズに応えるものである。 
また我が国及び JICA のガーナに対する援助の方針の中でも基礎的生活分野の中で「教育・人材育

成」は重点分野とされ、中でも教員教育支援は重点となっていることから、本プロジェクトは我が国

の方針と合致するものである。 
 

５‐３‐２ 有効性  

本プロジェクトの活動、成果はいずれも中・長期的な教員の質の向上に貢献しており有効性は高い。

本プロジェクトで実施した現職教員研修に参加した教員10に対するサンプリング調査によると、大半

の教員の授業案や授業実施内容は著しく向上したことが確認され、本プロジェクトの諸活動はプロジ

ェクト目標達成に貢献したと言える。さらに生徒の学力向上という上位目標に向けて中央行政レベル

から学校レベルまでの関係者による現職教員研修推進の努力がなされており、すでにその効果が見ら

れる。 
なお、目標達成の制約要因の一つとして、進学などによる教員の離職の問題が指摘されており、こ

の問題を克服するために、中間評価以降、学校レベルで実施する校内研修の促進にむけたリーダー研

                                                        
9 小学校 6 年生の算数学力テストの結果は 6 年生の学力に達している児童の割合が例年 2～10％となっている。「集団

標準に準拠したテスト（Criterion Reference Test）」の結果もよくない。さらに、中等理数科の国際比較 TIMSS には南

アフリカと共にサハラ以南アフリカ諸国として始めて参加したが、結果は全ての参加国の中で下から二番目であった。 
10 現職教員研修には合計で 1,720 名の教員が参加した。 
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修が北アクアピン郡においてパイロット的に導入され、一定の成果を残した。 
 

５‐３‐３ 効率性 

日本側とガーナ側からの投入は概ね効率的に活用されたといえる。28 名が C/P 研修（うち 1 名は

第三国長期研修）を行ったが、研修員の大半は教員養成校の教官であり帰国後も本プロジェクトの現

職教員研修に貢献している。また本プロジェクトの供与機材は概して良好に維持・使用されているが、

北アクアピン郡のリソースセンターなど一部の投入項目についてはさらに全面的な活用が期待され

る。 
また、本プロジェクトでは、プログラム的な視点により、他の教育関連協力と積極的に連携を図り、

効果的な成果を挙げている。研修事業では国別特設研修（47 名）、長期研修及び第三国研修（シンガ

ポール、ケニア：10 名）を有効に活用したほか、教育省アドバイザーとして派遣された個別専門家、

青年海外協力隊、無償資金援助（見返り資金含む）、大使館の草の根無償とも積極的に連携した。 
 

５‐３‐４ インパクト 

本プロジェクトは、INSET の全国普及を見据え、国家政策レベル、地区レベル及び学校レベルで

多岐にわたって望ましいインパクトを与えている。国家政策レベルでは現職教員研修の重要性を広範

に周知することに貢献し、具体化している INSET の制度化に対して大きな役割を果たした。また全

38 教員養成校を対象とした全国ワークショップは、現職教員研修の未導入地域に良い事例を普及す

る上で大きなインパクトを与えた。また現在までに教師教育局の主導によって現職教員研修の様々な

プログラムを調和化する努力がなされており、理数科においては本プロジェクトのインパクトの拡大

が期待されている。 
対象 3 郡では上位目標の達成状況にもあるとり、学力テストの結果から生徒の学力向上が見られる。

また生徒の理数科に対する興味が高く維持されており、その結果科学・数学クラブが誕生した学校も

見られ、将来的には更なる学力向上も期待できる。さらに対象地区外においても本プロジェクトの現

職教員研修のアプローチを導入する動きが生じている。 
 

５‐３‐５ プロジェクトの自立発展性  

成果が自立発展的なものとなるように多くの努力がなされ、将来的な制度化に向けて自立発展して

いくことが期待できる。 
中央政策レベルにおいては、ガーナ政府は教育の質を支えるものとして教師の役割の重要性を認識

し、その制度化に係る政策的な方針が GES において承認され、同政策が本プロジェクトのさらなる

展開の基礎となることが期待されている。対象 3 郡も理数科現職教員研修を郡教育行動計画に組み込

むことによって本プロジェクトを持続する方針である。これらの地域における教員養成校教官などの

C/P の能力は強化され、自信を深めたことにより、教材の活用などによって自立的に現職教員研修を

進められるようになってきている。タマレ市では地元のスタッフ単独で研修を実施するにいたった。 
またこれまで複数あったドナーによる INSET 支援については GES の教師教育局がその調和化の調

整を主導するようになった。具体的には、ドナーを対象に本プロジェクトの支援のもと、調和化セミ

ナーを開催しており、英語と理数科の教育・学習の質を向上するため、ドナー間で調整された教材を

作成しすべての小学校に配布するなどしている。 
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財政面では現時点で INSET 実施に係る予算が確保されている状況ではないが、INSET が自立的な

ものとなるよう研修費用やその他の運営費用の縮小への努力がなされている。また郡レベルでは体系

的な現職教員研修を支援するための追加的な財源確保の取り組みがなされている。 
また中間評価で問題が顕在化した教員の離職については、その主な原因とされる有給進学休暇に係

る対策として政府が遠隔教育制度を積極的に導入するなどして、離職率は減少している。また今後政

府は INSET への参加を昇格のための条件とする等のインセンティブを創出することも検討しており、

継続的な INSET の実施及び参加促進に係る様々な方策がとられている。 
一方で今後の自立発展性に係る鍵を握るのは地方分権が進む中、その役割が大きくなった郡教育事

務所の能力強化（特にモニタリング）及び、これまで本プロジェクトで中心的な役割を担ってきた教

員養成校と郡教育事務所の関係の整理であろう。モニタリング能力の強化については、本プロジェク

ト期間中はその主体者が明確ではなかったこともあり、必ずしも十分ではなかった。また郡教育事務

所と教員養成校との関係についてはガーナ政府のイニシアティブにより改善される要素が大きいた

め、今後のガーナ教育省の具体的な対応が期待される。更に本プロジェクトの中間評価以降で実践さ

れた校内研修を効果的に行うための指導者研修をモジュール化することは、成果の普及を確保する上

で重要であろう。 
この他本プロジェクトの成果を自立発展的なものとするためには、以下の事項について対応してい

くことが重要である。 
 

• 本プロジェクトの研修を受けた教員の離職率は依然として高く、更なる対応が必要。離職の主な要

因として、小学校教員が待遇のよい中学校や高校への教員を目指して進学することが挙げられるた

め、これに係る対策が求められる。 

• 教員養成校教官にとって現職教員研修への参加は本来の仕事の外にあるものと見られており、研

修への参加を継続するためには、それを含む職務内容が明確にすることが必要。 

• 研修費用を更に縮小すると同時に追加的な資金を確保することなど、財政面での持続性の確保が

必要。 

• 研修を受けた教員が習得したことを実際に授業で生かす動機付けを支援することが必要。 

 

５‐４ 結論 

ガーナ側と日本側の双方の努力によってプロジェクト目標は達成したといえる。また本プロジェク

トにより INSET の制度化に係る認識を広め、その政策形成を促進したことの意義は大きい。今後は

プロジェクトとして実施するべき事項としては、①中間評価以降に実施した校内研修のためのカリキ

ュラムリーダー研修を継続的なものとすること、②効果的なモニタリングのキャパシティビルディン

グを行うことにより、INSET の制度化に向けてプロジェクトの成果を最大限に活用することができ

ると思われる。 
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第６章 提言と教訓 

６‐１ 提言 

６‐１‐１ プロジェクト終了に向けての課題 

（１）校内研修を促進するための指導者研修の促進 

校内研修は学校レベルにおける STM 現職教員研修の普及させるための手段として非常に有効であ

ることが確認された。プロジェクトにおいて中間評価以降実践した指導者研修は校内研修の効果的な

実施を図るための有効な手段であり、本プロジェクト期間中にガイドラインを作成するために、この

研修を継続する必要がある。 

 

（２）指導者研修のインパクト調査の実施 

上記ガイドラインを作成するにあたり、中間評価以降に北アクアピン郡で実践された指導者研修

の効果に係るインパクト調査を行う必要がある。 
 

（３）モニタリング・フォローアップの実施促進 

校内研修を促進し、規則的に行うためには効果的なモニタリング・フォローアップが不可欠である

ため、モニタリングの役割を担う郡教育事務所の人材育成にかかる計画を作成する必要がある。 
 

（４）INSET ファシリテーターへの研修受講証明書の発行 
これまで発行している INSET 参加者への研修受講証明書に加え、ファシリテーターである TTC の

教官に対しても研修受講証明書を発行し、ファシリテーターとしての活動について感謝の念を示し、

認知する必要がある。 
 

（５）INSET 制度化に係るＳＴＭの戦略、指導者研修及び校内研修ガイドラインの作成 
INSET の制度化を支援するため、INSET 戦略ペーパー策定及び指導者研修、校内研修が規則的に

行われるためのガイドラインを作成する必要がある。 
 

（６）プロジェクト作成のマニュアル、教材の整理 

これまでプロジェクトで作成したマニュアルや教材を整理し、教育省教師教育局（TED）、TTC 及

び STM リソースセンターにおいて参照できるよう保管する必要がある。 

 

（７）プロジェクト実施の INSET コストの削減 
本プロジェクトで実践した INSET が継続的に行われるために、ガーナ側の予算能力を踏まえ、研

修実施に必要なコストの削減を継続的に行う必要がある。 
 

（８）将来計画の作成 

本終了時評価の結果を踏まえ、ガーナ側で計画している INSET 制度化を念頭に本プロジェクトの

成果や活動が継続的なものとなるような将来計画を作成する必要がある。 
 



 
 

32 

６‐１‐２ プロジェクト期間終了後の課題 

（１）国家レベルの INSET 政策の導入及び実施 
現在 INSET 制度化に係る方針をガーナ側で策定中だが、本プロジェクトの経験や成果が INSET 実

施の際に活用される必要がある。 
 

（２）DTST、サーキットスーパーバイザー及びカリキュラムリーダーの能力の強化 
教育行政においても地方分権化が進んでいる状況において、DTST、サーキットスーパーバイザー、

学校におけるカリキュラムリーダーの果たすべき役割は重要であり、これらの能力向上を図る必要が

ある。 

 

（３）郡教育事務所（DEO）と教員養成校（TTC）の効果的な連携の促進 
今後は郡教育事務所（DEO）が INSET の実施機関として重要な役割を果たすことになる。一方で

TTC は INSET 実施に係る技術や専門知識を有しているため、効果的な INSET を実施していくために

は DEO と TTC の有機的な連携が必要不可欠である。 
 

（４）INSET モニタリングの強化 
INSET で得た内容を授業で活用されているかどうかを確認するためにモニタリングは極めて重要

である。従ってモニタリングの実施機関である郡の人材育成を、TTC の専門性を活用しながら図る

必要がある。 
 

（５）INSET の制度化にかかる戦略の策定  
INSET の全国展開を念頭においた制度化が円滑且つ効果的に行われるために、本プロジェクトの

経験を活かした戦略を策定する必要がある。 
 

６‐２ 類似プロジェクトへの教訓  

６‐２‐１ クラスター方式による INSET 
本プロジェクトで実践したクラスター方式による INSET は効果的であったが、労働集約的であっ

た他、全国的な普及は困難であった。中間評価後には指導者研修を行うことにより校内研修を支援し、

小規模のカスケード方式による INSET 成果の普及活動を行うこととした。本プロジェクトのアプロ

ーチは INSET の面的展開を狙った類似プロジェクトの参考になると思われる。 
 

６‐２‐２ 初等教育を対象とした INSET 
本プロジェクトが対象レベルとした小学校高学年及び前期中等教育は INSET のニーズが後期中等

教育よりも一段と高いといえるが、教員数の多さ、資金的な自立発展の難しさ、他ドナーとの連携の

必要性等様々な課題があったことも事実である。初等教育における INSET の実施支援にあたっては

これらの課題についてもある程度想定する必要がある。 
 

６‐２‐３ カウンターパート（C/P）機関 
本プロジェクトでは GES 教師教育局（TED）や郡教育事務所等の行政機関の他、より実務的なフ
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ァシリテーションを行う機関としての TTC 等多様な C/P 機関と共に活動を行うことにより一定の成

果を得ることができた。本プロジェクトではこのような色々な C/P 機関・人材を取りまとめ調整しな

がら活動する必要があった。 
 

６‐２‐４ 行政機関と学術機関との連携 

教育行政の実施機関である DEO と TTC との連携は重要であった。DEO が INSET を計画・実施す

る際に、TTC の専門的な知識や経験（ファシリテーション、モニタリング等）を活用し、その有効

性について確認した。行政と現地の技術リソースとの連携は同様の案件においても重要と思われる。 
 

６‐２‐５ 実践的な INSET アプローチ 
本プロジェクトで行った授業研究や TLM（Teaching Learning Materials）の活用は、理数科における

授業の質の向上のために効果的であり、より実践的な内容・アプローチによる INSET の重要性につ

いて教師に認識されるようになった。他の理数科分野における INSET 支援でも参考になると思われ

る。 
 

６‐２‐６ 質の高い INSET の必要性 
教師のニーズに応じた INSET を行うことがその効果、持続性の観点から重要であり、INSET の内

容を検討する際は教師のニーズアセスメントの結果を反映させる必要がある。 
 

６‐２‐７ 本邦研修の有効性 

本プロジェクトで実施した本邦研修は郡教育事務所の人材及び TTC 教官の他、国家レベルの行政

官や政策決定者に対して、国内委員会を構成する国内の大学コンソーシアムの協力を得て実施した。

またその方法も通常の C/P 研修のほか、国別特設研修との積極的な連携、長期研修員制度を活用する

など他スキームを積極的に活用することにより効果の拡大を図った。この結果、国内との積極的な連

携により本邦における各種研修はプロジェクト目標の達成に大きく貢献したといえる。研修参加者は

帰国後、日本で得た知識や技術をガーナで実践し、更に能力向上を図っている。本プロジェクトのア

プローチは本邦研修を効果的に活用した事例として参考になると思われる。 
 

６‐２‐８ 案件形成時の重要性 

案件形成の段階において、状況分析を適確に行い、その結果をプロジェクトのデザインに反映させ

ることが重要である。本プロジェクトの場合、高い教師の離職率について案件形成時に適確に把握さ

れていたとはいえず、中間評価の段階でこのような状況に対する対応を検討することとなったが、プ

ロジェクトデザインの段階で検討することも可能だったものと思われる。 
 

６‐２‐９ ガーナ国内の大学を取り込むことの利便性 

本プロジェクトではベースライン調査、中間評価、終了時評価の各調査においてケープコースト大

学の技術的な協力を得て、効果的な調査を行うことができた。ガーナ国内の大学との連携は今後のプ

ロジェクト活動において更に強化していくことが望まれる。ローカルリソースを効果的に活用した事

例として今後のプロジェクトの参考になると思われる。 
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６‐２‐10 INSET の調和化（Harmonization） 
ガーナでは複数のドナーが基礎教育における INSET 支援を行っているため、その手順や内容はド

ナーによって異なっており、時として現場の教員や INSET の実施者が混乱する結果となっている。

このような状況を踏まえ、各ドナーによる INSET プログラムの統合の必要性が認識され、複数回の

調和化ワークショップを開催し、統合マニュアルを作成、全国の小学校に配布されることとなった。

ドナー協調の重要性と共に、プロジェクトとして調和化を推進した事例として他プロジェクトの参考

になると思われる。 
 

６‐２‐11 政策レベルへの働きかけの重要性 

INSET の制度化を促進させるにあたり、政策レベルへの働きかけは大変重要であった。本プロジ

ェクトの経験や実証は、ガーナの INSET 政策の形成に大きく貢献したものと思われる。政策レベル

への働きかけの成功事例として他案件に参考になると思われる。 
 





 






















































































































































	表紙
	序文
	地図
	写真
	略語表
	評価調査結果要約表
	目次
	第1章　終了時調査団の概要
	第2章　プロジェクトの概要
	第3章　終了時評価評価の方法
	第4章　プロジェクトのアプローチ
	4-1　プロジェクトで実践したINSETシステム
	4-2　プロジェクトが実践したアプローチ
	4-3　本邦研修の活用
	4-4　国内支援体制とその取組みの特徴

	第5章　調査結果
	5-1　PDMeに基づく計画達成度
	5-2　実施プロセス評価
	5-3　評価5項目による評価
	5-4　結論

	第6章　提言と教訓
	6-1　提言
	6-2　類似プロジェクトへの教訓

	付属資料
	I. 終了時評価ミニッツ
	ATTACHED DOCUMENT
	Contents
	Joint Evaluation Report
	1. Introduction
	2. Background and Summary of the Project
	3. Evaluation
	4. Recommendations and Lessons Learnt
	5. Other Remarks

	Annex
	1. Changes of Project Design Matrix (PDM)
	2. Evaluation Grid







